





























われわれは,1994年夏に,設 備投資 ・リース,事 業部業績の評価,価 格決定のための会計
について実態調査 を実施 した。そのうち事業部業績の評価のための会計については森(1995)
において,価 格決定のための会計 については崎(1995および1996)において,調 査結果を報
告するとともに,結果の分析 を試みた。本稿の目的は,時期的にだいぶ遅 くなって しまったが,
残った領域である設備投資 とリースの実態についての調査結果 を,若干の分析 とともに報告す
ることである。
まず第2節では,本 調査の方法 と回収状況 を示すことにする。 また第3節 では,調 査実施時
点 における設備投資の動向をマクロ的観点 と個別企業の観点 との両方から明らかにする。設備
投資動向が設備投資の経済性計算やリースの利用 と関連 している可能性があ り,それら調査の
分析の前提 として必要と思われるのである。
第4節では,設備投資の経済性計算,キ ャッシュ ・フロー,資 本 コス トを取 りあげ,そ れ ら
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が企業においてどの程度重視 されているかを明らかにする。設備投資に関する意思決定にたい
して設備投資の経済性計算が貢献 しうる可能性は大 きいと思われるが,ま ずそれを確認するこ
とにする。そのうえで,キ ャッシュ ・フローと資本 コス トの重視度 を把握 して,設 備投資の経
済性計算の諸方法の採用度を考える素材 とする。そ して第5節では,設 備投資の経済性計算の
利用度についての調査結果を示 し,そ れについての分析 を試みる。なお,調 査 した計算方法は
回収期間法,会 計的利益率法,正 味現在価値法,内 部利益率法,収 益性指数法の五つである。
第6節では,企 業が リースによる設備調達 をどの程度重視 しているかを探 ったうえで,リ ー
スによる設備調達のメリットとデメリットについてどの ように認識 しているか を明 らかにす
る。ただ今回の調査では,設 備投資か リースかとい う意思決定 に直接関連するような項 目は取
りあげなかった。 したが って,リ ースについての全般的認識 を把握することにとどまってい
る。
そ して最後の第7節においては,そ れまでの調査結果 と分析 を要約 した うえで,本 研究の問
題点,限 界 を明 らかに し,さ らには今後の研究課題の一つを提示することにする。
2.調査の方法 と回収状況
本調査の方法 として,郵 送質問票を使用 した。その方法 と回収状況はつ ぎの通 りであるω。
対象企業の選択 には,ダ イヤモン ド社 『会社職員録』1994年・全上場会社版(上 ・中 ・下
巻)が 利用 された。同職員録 には,1993年9月末現在で全国8証券市場に上場 されている2,138
社が集録 されている
本調査ではまず初めに,全2,138社か ら,製造業の うち 「水産 ・農林」「鉱業」「建設」お よ
び非製造業に属する企業が除かれた。つぎに,残 った1,246社の うちか ら無作為に三分の一が




紙が発送 された。発送 にあたっては,8月20日を返送期限 とする7月18日付けの依頼状,切 手
貼付済みの返信用封筒が同封 された。ただ し,転居先への転送期限が過ぎていたために,返 送
されてきた ものが1通あった。 したがって,実 際に対象企業の手元に届 いた調査用紙は830通
であった。
最後に調査用紙が返送 されてきたのは9月19日(月)であった。確かに期限は過 ぎていたが,
で きる限 り多 くのデータを集めるために集計対象 とした。その結果,回 収されたアンケー ト用
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紙はちょうど250通となり,回収率は30.1%に達 した。
回答会社の業種,業 種別回収率,総 数に占める割合は図表1に示す通 りである。送付数が少
ない業種に回収率の高低が見 られるが,お おむね各業種 から平均的に回収されたと考えてよい
であろう。
図表1回 収状況
送付数(社) 回収数(社) 回収率(%) 構成率(%)
食 料 品 74 17 23.0 6.8
繊 維 製 品 63 16 25。4 6.4
パ ル プ ・ 紙 21 6 28.6 2.4
化 学 101 31 30.7 12.9
医 薬 品 28 8 28.6 3.2
石油 ・石炭製品 9 4 44.4 1.6
ゴ ム 製 品 12 0 0.0 0.0
ガラス・土石製品 38 13 34.2 5。2
鉄 鋼 37 8 21.6 3.2
非 鉄 金 属 25 8 32.0 3.2
金 属 製 品 45 9 20。0 3.6
機 械 123 41 33.3 16.4
電 気 機 器 130 43 33.1 17.2
輸 送 用 機 器 64 24 37.5 9.6
精 密 機 器 21 6 28.6 2.4
そ の 他 製 品 40 16 40.0 6.4
合 計 831 250 30.1 100.C
3.調査実施時点における設備投資の動向
調査実施年は,マ クロ経済的にみ ると不況か ら抜け出た年であった。1991年か ら連続 して
下がっていた国内総生産の伸び率 も回復傾向にあり,民間企業設備投資 も最悪期を脱 した。 と
くに売上高経常利益率は水準 自体が上昇 し,景 気の回復が読み とれる。1995年までの主要経
済指標の数年間の推移をみると,図表2の ようになる。
調査 を実施 した1994年7月か ら8月は,景 気が緩やかに回復 しつつある ところであった。
1991年5月から30ヵ月にわたって続いたいわゆる平成不況が1993年10月を転換点として回復
へ と向かったのである[三 菱総合研究所(1996),(1)ページ]。経済企画庁 も,『平成8年版
経済白書』において,日 本銀行による調査 にもとつ く図表3の ような業況判断D.1。の図を示 し,
1994年初頭から業況判断の改善が続いたとしている[経 済企画庁(1996),61-62ページ]。
28 経 営 論 集
図表2主 要経済指標の動向
'90年度 '91年度 '92年度 '93年度 '94年度 '95年度
国 内 総 生 産(実 質) 5.6 3.1 0.4 0.2 0.5 2.3
民間企業設備投資(実 質) 11.3 2.7 一7 .2 一10 .5 一3 .5 5.1
売上高経常利益率(製造業) 4.75 3.83 2.66 2.23 2.79 3.18
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出所:経 済企画庁(1996),62ページ
設備投資の状況 も回復傾向にあった。91年4～6月期以降前期比減少 を続けてきた[経 済企
画庁(1995),42ページ]設 備投資 も,93年末か ら94年にかけてを底に して94年第3四半期
[経済企画庁(1995),4ページ]か ら回復に転 じている。ただ,依 然 として設備投資額が前年
を下回っているとい状況にあることに違いはない。製造業(大 企業)の 設備投資額の推移を示
したのが,図 表4である。
『平成7年版 経済白書』では,設 備投資額の増加にともなう景気の回復について,つ ぎの
ような認識を示 している。「最終需要の緩やかな下げ止 まりを映 じて,低 迷 を続けて きた設備
投資が94年第3四半期 に3年ぶ りにプラス成長に転 じるなど,景 気は緩やかな回復基調から設
備投資 をけん引役 とする自律 回復局面に向か う前向 きの動 きを示 し始めた。」[経済企 画庁
(1995),4ページ]ま た別のところでは,「最近の設備投資は,製 造業,非 製造業 とも前年比
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[経済企画庁(1995),27ページ]。そ して,1995年には前期比で増加に転 じ,緩やかに増加 し
ていった[経 済企画庁(1996),42ページ]。この設備投資が緩やかにしか回復 しない という
ことが,こ の時期の景気回復の特徴で もあった[経 済企画庁(1996),91ページ]。
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この結果 をみると,「⑤やや減少 している」から 「⑦著 しく減少 している」までが,46.4%
で半数近 くに達 している。これに対 して,「①著しく増加 している」か ら 「③ やや増加 してい
る」 までは34.0%であった。 また,「④変らない」 は18.8%もあった。全体のほぼ半数の企業
が設備投資額の削減を してきているのである。また,増 加 してきている企業 も全体の三分の一
ほ ど存在 している。したがって,全 体 としては,減 少傾 向を示 していると考えてよいであろ
う。
個別企業が判断 した設備投資額のこうした動向は,経 済企画庁がマクロ的 にみた認識 と整合
している。『平成8年版 経済 白書』 においては,90年代前半における 「円高は輸出の減少や
輸入の増加等 を通 じて企業の売上を減少させるが,こ れが生産に必要な資本ス トックを低下 さ
せ,ひ いては設備投資 にも大 きな影響を与 えたものと考え られる。」[経済企画庁(1996),78
ページ]と したうえで,企業収益 とりわけ売上高経常利益率の改善要因の一つとして,設 備投
資の抑制 による減価償却費の改善 を挙げているのである[経 済企画庁(1996),58ページ]。
また,三 菱総合研究所による1994年度業績に関する認識 として,製 造業の±曽収率が0.7%に
しかす ぎなか?た にもかかわ らず経常利益が27.0%の大幅増(2)となったのは,「変動費の削減
に加 えて,設 備投資の大幅削減で固定費を下げてきた効果が現れた結果である。」 としている
[三菱総合研究所(1995),(2)ページ]。
以上の結果,本 調査の実施時点での設備投資の状況は,1991年5月か らの不況に対応 して収
益性 を確保するために設備投資を削減 し続け,そ の効果がようやく現れてきたところで,設 備
投資額 も前期比での削減率が下げ止 まり,翌年における前期比での増加へ と至る転換点であっ
た といえる。マ クロ的にみると,ま さに設備投資回復へのスター ト時点であったのである。
4.経 済 性 計 算,キ ャ ッシ ュ ・フ ロー,資 本 コス トの重視 度
戦略的意思決定 とは,多 角化戦略,M&A,国 際化戦略 など 「企業環境にかかわらせた経営
の基本構造の変革を伴 う随時的な意思決定」 をいう[櫻井(1997),270ページ]。櫻井 によれ
ば,「管理会計担当者は,経 営者が行 う戦略的意思決定に必要な計量的情報 を経営者に提供す
る。」のであ り,設 備投資意思決定 は管理会計の関与の必要性が高い とい う[櫻 井(1997),
270ペー ジ]。














調査 した結果を示 したのが,図 表6である。
図表6設 備投資の経済性計算の重視度






⑥ まったく重視 していない 2(0.8)
⑦無回答 2(0.8)
合 計 250社(100.0%)
ここではあえて 「どちらともいえない」 とい う項 目を挙げなかった。重視傾向か軽視傾向か
を明確 にしたかったからである。その結果,「①非常 に重視 している」か ら 「③ やや重視 して
いる」 までの重視派が87.6%であ り,「④ あまり重視 していない」か ら 「⑥ まった く重視 して
いない」までの軽視派が11.6%であった。 もちろん,設 備投資について も会計情報だけにもと
ついて意思決定がなされるわけではない。 しか し,この結果は,設 備投資の経済性計算が一般
に重視 されていることを示 してお り,管理会計が戦略的意思決定に貢献 しうることを明らかに
しているといえる。
設備投資に関する諸問題は,資 本予算 ともいわれる。岡本によれば,資 本予算の問題領域は
(1)設備投資の意思決定モデルの問題,(2)設備投資のキャッシュ ・フローを予測する問題,
(3)資本 コス トの問題,(4)資本配分の問題,(5)その他の問題 に大別 される という[岡 本
(1990),757-758ページ]。うえでは,(1)設備投資の意思決定モデルの重視度について取 りあ
げた。以下では,(2)設備投資のキャッシュ ・フローを予測する問題,(3)資本コス トの問題
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を取 りあげ,そ の重視度をみてみることにする。
キャッシュ ・フローは設備投資の各段階にわたって見積 もられなければならない。岡本によ
れば,a.最初の投資時点で①固定資産の取得原価,② 固定資産の引取費,据 付費,③ その投





問題は,こ れらがどの程度重視 されているかである。本調査では,設 備投資の経済性計算の
諸方法 とは別の項 目として取 りあげた。それら諸方法の採用度から間接的に窺うことはできる
が,必 ず しも計算方法 と直接的に結びつ くとは限らず,キ ャッシュ ・フローその ものの重要性
を把握 しようとしたか ったか らである。調査結果は図表7に示す通 りである。
図表7設 備投資決定の さいのキ ャッシュ ・フロー重視度






⑥ ま6た く重視 していない 1(0.4)
⑦無回答 2(0。8)
合 計 250社(100.0%)
この結果 をみると,「①非常に重視 している」か ら 「③やや重視 している」 までの重視派が
85.6%であ り,「④ あま り重視 していない」から 「⑥ まった く重視 していない」までの軽視派
が13.6%であった。あえて 「どちらともいえない」 という項 目は挙げなかった。重視派のなか
で最 も多いのは 「②重視 している」であ り,軽視派でも最 も多いのは 「④あ まり重視 していな
い」であって,全 体として重視傾向が明確である。 したがって,一 般に,設 備投資の経済性計
算において もキャッシュ ・フローを重視する方法が採用 されていると推測することがで きる。
岡本による第三の問題領域 として,資 本 コス トの問題がある。資本 コス ト率は最低所要投下
資本利益率 を意味 してお り,不利 な投資案を除くための切捨率ωとしての役割を果た し,その
高低 によっては,有 利な投資案を切 り捨てた り,不利な投資案を採用することになってしまっ
た りする[岡 本(1990),758ページ]。資本 コス トの問題は設備投資の意思決定においては重
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要な役割 を果たす ことになるのである。
そこでつぎに,資 本コス トの問題 を取 りあげてみよう。資本 コス トは,設 備投資の経済性計
算:においては,内 部利益率法の目標利益率 または切捨率,正 味現在価値法の割引率として用い
られる[長 屋(1986),97ページ]。また収益性指数法における割引率 としても用い られる。
だが,資 本 コス トをそれら計算方法 とは切 り離 して重視度について調査 してみた。その結果は
図表8の通 りである。
図表8設 備投資決定のさいの資本コス ト重視度






⑥ まった く重視 していない 1(0.4)
⑦無回答 2(0.8)
合 計 250社(100.0%)
これ をみる と,「①非常 に重視 してい る」 か ら 「③ やや重視 している」 までの重視派が
82.4%であ り,「④ あまり重視 していない」から 「⑥ まった く重視 していない」 までの軽視派
が16.8%であった。キャッシュ ・フロー重視度 と比べてみると,こ の割合以外 にも,その構成
要素 について 「②重視 している」が減って 「③ やや重視 している」が増えているなど,ほんの
少 しではあるが重視度が低下 しているように見える。 しか し,全体 としてみれば,設 備投資の
意思決定においては資本コス トも重視 されているといえる。だが,次 節でみ るように,そ のこ
とと設備投資の経済性計算の方法の採用 とは必ず しも一貫 していない。
5.設備投資の経済性計算の方法
調査 した方法は,岡 本 に従い,割 引キャッシュフロー法 として正味現在価値法,内 部利益率
法,収 益性指数法,貨 幣の時間価値を考慮 しない方法 として単純回収期 間法(以 下では回収期
間法),単 純投下資本利益率法(以 下 では会計的利益 率法)の 五 つ㈲を取 りあげた[岡 本
(1990),759-772ページ]。使用されている経済性計算の方法について調査 した結果は,図 表9
に示す通 りである。
































この結果によると,回収期間法が圧倒的に高い利用度 を示 している。たとえ複数回答 されて
いることを考慮 しても,全 体の三分の二の企業で用いられているということは,き わめて高い
といえる。同様 に複数回答で調査 したものとして,た とえば井上によるもの[井 上(1984)]
(以下では井上調査)と 日本大学商学部の研 究グループが実施 したもの[新 江(1996)](以下
では 日大調査)が ある。まず井上調査では合理化投資では55.0%,増設投資では60.0%,新設
投資では64.3%であった[井 上(1984),65・67ページ]。また日大調査では,202社中の133社
で65.8%であった[新 江(1996),89ページ]。いずれにおいても最 も利用 されている方法で
あ り,本調査の結果は先行する両研究の結果とほぼ同様の結果 を示 しているといえる。
回収期間法 については,し ばしば欠点(6)が指摘 される。櫻井によれば,第 一に現金流出入の
時間的要素を考慮 していず,第 二に回収後の収益性 を無視 しているという[櫻井(1997),279
ペ ージ]。それで もなお高い利用度(7)を示すのは,こ うした欠点 を上回る長所があるか らであ
る。同じく櫻井によれば,回 収期間法の長所は,第 一に現金流出入額で計算するために計算の
恣意性が排除され,第 二に安全性 を重視 し,第三に計算が簡単で分か りやすいことであるとい
う[櫻 井(1997),279ページ]。
第二位の利用度 を示 しているのは会計的利益率法である。 しか し,回収期間法 に比べてみる
と大幅 に利用度が低下 してお り,3割弱の企業で しか用い られていない。回収期間法と同様 に
他 の二つの調査の結果 と比較 してみよう。井上調査では,会 計的利益率法は合理化投資では
27.8%,増設投資では33.5%,新設投資では36.2%であった[井 上(1984),65-67ページ]。
また日大調査では,202社中の72社で35.6%であった[新 江(1996),89ページ]。いずれも本
調査の結果 より若干高い割合 となっている。 しかし,両調査 ともに,本 調査では方法 として挙
げなかった原価比較法 を入れているにもかかわらず,会 計的利益率法は回収期間法に続 く第二
位 の利用度 を示 してお り,本調査 とほぼ同様の結果 と言ってもよいであろう。
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櫻井によれば[櫻 井(1997),278ページ],会計的利益率法の長所は,第 一に収益性 を考慮
していること,第二に会計上の利益 と整合性があること,第三に計算が簡便であることである
という。また短所 としては,第 一に現金流入額の時間的要素を無視 していること,第二に埋没
原価 を原価項目に入れて しまうこと,第三に,あ る支出を資本的支出 とするか収益的支出とす
るかによって結果が異 なることであるとい う。だが櫻井が言うように,こ うした欠点にもかか
わらず,う えでみたように会計的利益率法は 「人気の高い評価法」である。
回収期間法と会計的利益率法はキャッシュ ・フローの時間的価値を考慮 していない。これに
対 して,正味現在価値法,内部利益率法,収益性指数法の三つは,それを考慮 した方法であ り,
割引キャッシュ ・フロー法 と総称される。 したがって,理 論的には回収期間法 と会計的利益率
法 に比べ て優れてい るとされる。本調査では,正 味現在価値法 は10.0%,内部利益率法 は
6.4%,収益性指数法は4.8%であった。井上調査では,正 味現在価値法 と内部利益率法が取 り
あげられているが,い ずれも数%以 内であった。また日大調査では,正 味現在価値法が202社
中32社で15.8%,内部利益率法は31社で15.3%であった[新 江(1996),89ページ]。日大調
査の結果は,本 調査および井上調査 よりも高い利用度を示 している。ただいずれにせよ,櫻井
の 「実務的には内部利益率法,現 在価値法のいずれ も,わが国の企業で用いている企業はわず
かに1割前後 と少ない。」[櫻井(1997),284ページ]と いう認識 と合致 している。
しか しながらこうした状況は,前 節で示 したキャッシュ ・フローと資本 コス トの重視度の調
査結果 と一貫 しているとはいえない。前節では,全 体の約85%の企業がキャッシュ ・フロー
を重視 してお り,ま た資本コス トについて も8割以上の企業が重視派であることが示 されたの
である。 したがって,論 理的に考えるならば,両 方を計算要素に入れる内部利益率法や正味現
在価値法などが もっと利用 されるはずである。前節で示 した結果は,設 備投資の経済性計算の
方法の採用 とは結びついてるとはいえないのである。
このことは,キ ャッシュ ・フローについては回収期間法の利用度の高 さに反映 されていると
して も,資本 コス トについては質問の趣旨とは異なる解釈がなされた結果である可能性がある。
設備投資にあたっては,た とえば銀行からの借入金利息の高低が当然問題 になるが,そ のこと
を回答 しただけであって,そ れを経済性計算における計算要素 として認識 しているかどうかま
では考えずに回答が行 なわれたのかもしれないのである。 しか し,そ うだとすれば,た とえば
借入金利息 などの資本コス トと経済性計算 との問にギャップが存在することを意味 しているの
であ り,そ れはそれで問題があるといえよう。結局,注(7)の 日大調査の結果および会計的
利益率法 も比較的利用されていることから考えてみると,比較的複雑な計算をす る内部利益率
法や正味現在価値法などよりも,計算の簡便性や理解 しやす さおよび投資の安全性などから,
また主 として会計的利益率法と併用 されるがゆえに,回 収期間法が採用 されていると考えられ
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るのである。
また,設 備投資の経 済性計算はまった く行なわない とする企業 も1割近 くある。その場合に
は,日 大調査 か ら,主 として経営戦略(回 答会社202社のうち149社,以下同様),競争力
(137社),品質(135社),全体の投資枠(129社),技術的動向(120社),生産のフレキシビリ
ティ(93社)な どの非財務データにより,設備投資意思決定が行なわれている と推測 される
[新江(1996),87ページ]。
うえでみてきたように,理論的には優れている割引キャッシュ ・フロー法は実務ではあまり

















































ことである。そ して 「①経済性計算をする予定はない」 という無要論の19社(7.6%)も加え
ると,148社(59.2%)にも達 している。約6割の企業は現状の方式で とりあえずは満足 して
いるのである。
また,回 収期間法が これだけ普及 しているにもかかわらず,さ らにこの方法の利用を検討 し
ている企業が33社(13.2%)もある。回収期間法の手法 としてのタフさが窺われる。回収期
間法の採用理由についての日大調査の結果 は,注(7)で示 した通 りである。
回収期 間法以外では正味現在価値法 も比較的注目されている(8)。正味現在価値法が理論的に
は最 も優れているとされている[櫻 井(1997),284ページ,お よび井上(1984),63ページ]
から注 目されているのか どうかは分か らない。他は正味現在価値法ほどには注 目されていな
いo
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設備投資の経済性計算の方法について外国 と比較 してみた とき,日本はどのような特徴を有
しているのであろうか。福田(1989),加登(1989),鳥邊(1997),山本(1998),Kim&
Farragher(1981),McMahon(1981)などの研究をみてみたとき,福 田によるつ ぎのような
指摘[福 田(1989),66ページ]は,ア メリカばか りでなくイギリスやオース トラリアについ
て も妥当するようである。「回収期間法 と会計的利益率法の重要性は 日米ではほとんど差がな




リース とは,設 備を直接調達するのではなく,リース会社が購入 した設備 を賃借することに
よ り,間接的に調達する仕組みのことである。設備 に向けられる資金 は,回収が長期間となる
ため,長 期にわたって拘束 されることになる。そこでまず株式や社債の発行,借 入金により資
金 を調達することが考えられるが,現 在 においては,リ ースによる設備の間接的調達が普及 し
ている(9)。
リースにはファイナ ンシャル リースとオペ レーティングリースがあるが,設 備投資 との関連
の観点から,こ こではファイナ ンシャルリースを取 りあげることにする。ファイナンシャルリ
ースにおいては,リース会社は リース物件の選定を企業 に任せてリース物件の機能などについ
ての責任 を負わず,リ ース会社が購入 した設備 を賃借することになる。 したがって,フ ァイナ
ンシャルリースは 「購入資金の貸付 を変形 させた"物 的な金融手段"」とみることがで きるの
である[三 浦(1992),73ページ]。そ してわが国におけるリースは,ほ とん どがファイナ ン
シャルリースであるという[三浦(1992),73ページ]。
ファイナンシャル リースにおいては,中途解約は原則 としてで きない。そ して,リース料は,
リース会社の設備購入資金,そ の資金にたいする金利,リ ース会社の手数料からリース期間終
了時の残存価値 を差 し引いた金額を,リ ース契約期間にわたって分割で支払 うことになる[三
浦(1992),73-74ページ]。
このように考えると,手元の多額の流動資金を使用する必要 もなく,また株式や社債の発行,




38 一 経 営 論 集 一
それでは,非 常に一般的になったと言われているリースについて,企 業は実際にどのような
認識 を有 しているのであろうか。それを調査 した結果が図表11である。
図表11リ ース利用の重視度




④ あまり重視 していない 53(21.2)
⑤ 重視 していない 13(5.2)
⑥ まった く重視 していない 1(0.4)
⑦無回答 1(0.4)
合 計 250社(100.C%)
ここで も 「どちらともいえない」 という項 目を選択肢か らはず してある。あえて重視か軽視
かを明確 にするためである。この結果 をみると,「①非常に重視 している」か ら 「③やや重視
している」 までの重視派が72.8%であ り,「④あま り重視 していない」か ら 「⑥ まった く重視




リースの利用 を重視 しているとしても,それは,リ ース利用のメ リットをどのように考えた
結果であろうか。それについても調査 してみたp:)。調査結果は図表12の通 りである。
図表12リ ース利用のメリット(複数回答可)
メ リ ッ ト 社数(%)
①調達 した設備 を資産 として計上する必要がない 53社(21.2%)
②陳腐化にたいするリスクをヘ ッジすることができる 154(61.6)
③事務処理を簡略化することができる 68(27.E)





これを見る と,約6割の企業が リース利用のメリッ トとして 「陳腐化にたいするリスクのへ
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ッジ」 を挙げてお り,これが最大のメリットであると認識 されている。 しかしすでに述べたよ
うに,わ が国におけるリースは,ほ とんどが中途解約が不可能なファイナンシャル リースで行
なわれている。そこにおける陳腐化にたいするリスクの回避 とはどのような意味であろうか。
大塚によれば,リ ース資産の導入時点において,リ ース期間終了時に次の代替資産の導入を検
討することが了解 されているということ,ま たリース期間終了時に再販価格が高い場合 にはリ
ース料の低 減が可能 だ とい うことにある とい う[大 塚(1989),352ページ,お よび大塚
(1991),92ページ]。
「運転資本の節約」 も約4割の企業がメリットとして挙げている。 これは,最 初の段階で多
額の支出を必要 としないで,リ ース期間中に少額の支出がなされるがゆえに生 じるとい う[大
塚(1989),352ページ,お よび大塚(1991),92ページ]。これは資金繰 りの観点か ら重要な
ことであ り,企業はこの点 も重視 しているといえよう。
だが,「事務処理の簡略化」 となると3割以下になる。た とえ リース資産で も自己所有資産
に近い管理が要求されるようになってくれば,事 務処理の簡略化にも限界があ り,この数字は
それを表わ しているのかもしれない。さらに,「資産計上が不要」 となると2割しかなセ・。固
定資産として計上 しないのであるから,固 定比率や資本利益率を良 く見せることが可能なはず
であるが,そ れを意識 している企業は全体か ら見れば少数であったといえる。もっとも,1998
年の本稿執筆段階においては,こ の項 目はすでにあまり意味がないもの となってしまっている
ことは周知の通 りである。最後に,「節税」 となると,あ ま りメリッ トとしては意識 されてい
なかったようである。
リース利用にも当然デメリッ トは存在す る。デメリットを調査⑫した結果 を示 したのが,図
表13である。
図表13リ ース利用のデメ リッ ト(複数回答可)
デメ リッ ト 社数(%)
①特別償却に比べて節税効果が小さい 30社(12.0%)
② リース期間中の解約ができないので固定費負担が増える 156(62.4)
③ リース期間終了時に残存 している価値はリース会社に 61(24.4)'
帰属する
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デメ リッ トとしては,「固定費負担の増加」が主たるものである。約6割以上の企業がデメ
リッ トとして認識 しているのである。ただ し,調査時点では認識できていなかったが,こ の項
目については二つの側面があると思われる。その第一は,フ ァイナンシャルリースであるがゆ
えにリース期間中の解約ができず,し たがってリースによる設備の調達は契約終了時点まで固
定的な費用が発生 して しまうということである。第二は,リ ース会社の設備購入資金,その資
金にたいする金利,リ ース会社の手数料か らリース期 間終了時の残存価値を差 し引いた金額に
よってリース料が決定 されることか ら,買取 りの場合の減価償却に比べて費用 ・資金負担が増
えるということである。質問文からすると第一の解釈で回答 されているとも考えられるが,第
二の解釈 も否定で きない。結局,両者を包含 した固定的な費用 ・資金負担の増加がデメリッ ト
として考 えられていると理解せざるをえない。
「残存価値のリース会社帰属」 も全体の四分の一の企業がデメリッ トとして考えている。確
かに,減 価償却 をした場合の残存価値 については企業が処分することが可能であ り,その意識
か らすると,減価償却費よりも高いリース料を支払いなが ら残存価値がリース会社に帰属する
こと嫉 心情的には納得 しがたい面 も存在するであろう。全体の約四分の一 という割合はその
意識が反映 された結果である と思われる。
「特別償却に比べた節税効果の小 ささ」は,そ もそも対象 となる資産 自体が限られることか
ら1割強 とい う数字で も筆者には大 きいと感 じられる。「満足感が得 られない」「設備 を利用で
きな くなる」 というのは予想通 りたい したデメリッ トではない と考えられる。
なお,以 上におけるリースについての調査の解釈 にあたっては,こ の調査 が1994年夏 に実
施されたものであり,その後,会 計制度 に変化があったことに注意 しなければならない。
7.む すび
本節では,ま ず第2節か ら前節までの内容 を簡単にまとめることにする。その うえで,本研
究の問題点,限 界や今後の研究課題 を明 らかにすることにする。
第2節では,調 査の方法と回収状況が示 された。調査方法 としては,郵 送質問票が用い られ
た。調査対象企業 として831社を無作為に抽出 した。この831社にたい して,1994年7月に調
査用紙が発送 された。回収されたアンケー ト用紙 は250通であ り,回収率は30.1%であった。
回収率 に高低の見 られる業種 もあったが,お おむね各業種から平均的に回収 されたと考えられ
る。
第3節では,調 査実施時点における設備投資の動向をマクロ的観点か らみるとともに,企 業
の認識 を明らかにした。調査 を実施 した1994年は,1991年から下がっていた国内総生産の伸
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び率が回復傾向にあ り,売上高経常利益率 も上昇 した年であ った。設備投資の状況 も1994年
第3四半期 を転換点として回復に転 じている。 この転換点で調査 を実施 したのであった。この
段階では,企 業は,自 らの設備投資動向について,全体のほぼ半数が削減,三 分の一ほどが増
加 してきていると認識 していたのであ り,全体 としては減少傾向と認識 していたといえる。そ
してそこまでの全体 としての削減傾向すなわち設備投資の抑制は,売 上高経常利益率の改善お
よび経常利益の増加をもたらしたのであった。本調査の実施時点は,収 益性 を確保するために
設備投資を削減 し続け,そ の効果がようや く現れてきたところであったのである。
第4節では,岡 本が挙げる資本予算の問題領域の うち設備投資の意思決定モデル,キ ャッシ
ュ ・フロー,資本コス トの問題 を取 りあげ,企業がどの程度それ らを重視 しているかを探った。
設備投資 に関する意思決定は管理会計の関与の必要性が高いが,も ちろん会計情報だけにもと
ついて意思決定がなされるわけではない。 しか し,調査の結果は設備投資の経済性計算が一般
に重視 されていることを示 していた。キャッシュ ・フローと資本コス トの問題については,設
備投資の経済性計算の諸方法の採用度から推測することもできるかもしれないが,本 調査では
あえて独立に重視度 を調べた。その結果,設 備投資の意思決定にあたっては両者 ともに非常に
重視 されていることが明らかになった。
第5節では,設 備投資の経済性計算の利用度についての調査結果を分析 した。調査 した計算
方法は回収期間法,会 計的利益率法,正 味現在価値法,内 部利益率法,収 益性指数法の五つで
あった。調査結果は,回 収期 間法が全体の三分の二の企業で用い られてお り,高い利用度を示
していた。第二位は,3割弱の企業で用いられている会計的利益率法であった。こうした結果
は他の調査 ともほぼ一致 していた。正味現在価値法,内 部利益率法,収 益性指数法 という割引
キャッシュ ・フロー法はあまり利用されていなかった。 しか し,第4節 ではキャッシュ ・フロ
ーと資本コス トが重視 されているという調査結果が示 されたのであ り,このことはそれと一貫
しているとはいえない。それは回答者が設備投資の経済性計算まで考慮 して回答 したからでは
ないと推測することもで きる。それでは,理論的には優れている割引キャッシュ ・フロー法は,
将来は利用 される方向にあるのだろうか。それについて も調査 してみたが,約6割 の企業が現
状に満足 してお り,結果は否定的なものであった。最後に外国と比較 してみると。わが国では
内部利益率法 と正味現在価値法の利用度が低いという特徴があった。
第6節では,リースによる設備調達の重視度 とそのメリット,デメリットが明 らかにされた。
現在 においては リースによる設備の調達が一般化 している。わが国におけるリースはほとんど
がファイナンシャルリースであ り,それは 「購入資金の貸付を変形させた"物 的な金融手段"」
[三浦(1992),73ページ]と いえる。 リースによる設備調達については,企 業の7割以上が重
視 してお り,リ ース利用の普及が裏づけ られたといえる。 リース利用のメリッ トについては,
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約6割の企業が 「陳腐化にたいするリスクのヘ ッジ」,約4割の企業が 「運転資本の節約」 を挙
げている。メリットについては大 きくはこの二つである と考 えてよいであろう。「事務処理の
簡略化」 は3割以下,「資産計上が不要」 となると2割しかなかった。デメリッ トとしては,約
6割以上の企業がそうであると認識 している 「固定費負担の増加」が主たるものであった。ま
た,「残存価値の リース会社帰属」 も全体の四分の一の企業 によってデメリッ トとして考え ら
れていた。ただ し,リースについての調査結果は,本 調査が1994年に実施された ものである
ということに注意 しなければならない。
つぎに,本 研究の問題点,限 界を明らかに してお きたい。
まず,第3節 でマクロ経済の動 きと調査時点の設備投資の状況,企 業自らの認識について把
握 したのであるが,そ れと第4,5,6節の分析を結びつけることがで きなかった。たとえば10
年単位で比較するときには有効かつ必要であろうが,少 なくとも筆者の能力では,特 定年度の
企業の設備投資 とリースの実態 をマクロ的な経済動向と関連 させて考察することは不可能であ
った。
つ ぎに,キャッシュフローと資本 コス トについては重視度を調査 しただけであった。それは,
設備投資の経済性計算の採用度 とは別に企業の認識 を把握 したかったからである。 しかし,キ
ャッシュフローについては設備投資の どの段階でどの範囲までを計算に含めているのかを調査
しなかった。資本 コス トについても,実際にどのような計算 をしているのかを調査 しなければ,
設備投資の経済性計算の問題点を把握で きず,井 上や長屋の議論 にたいする素材 も提供できな
いのである。
また,経 済性計算の方法およびリースについては,業 種的な相違 も予想 されるので,業 種別
に集計 してみる必要があった。企業環境は業種によって異 なるであろうし,企業はその環境に
対応 した行動 をとっているはずである。たとえば環境変化が激 しい業種においては回収期 間法
や リースの利用が一般的であるか もしれないし,環境変化があまりない と考えられる業種では
リースはあまり利用されず,設 備投資の経済性計算の方法 も違った方法が採用 される傾向があ
るか もしれないのである。 しか し,今回はそれまでの集計 と分析 はで きなかった。
また,と くに設備投資の経済性計算の方法については,設備投資 目的により採用される計算
方法が異なると思われるので,井 上のように,合理化投資,増 設投資,新 規投資に分けて調査
することも必要であったと思われる[井 上(1984)]。通産省産業構造審議会管理部会 「意見」
でも,拡 大的プロジェク トの評価,取 替のための投資の評価,近 代化投資の評価 に三分 されて
評価方法が検討 されているのである[通 産省(1972),8・10ページ]。さらに個別的にみるなら
ば,回 収期間法 における回収期間の長さ,割 引キャッシュ ・フロー法を用いない理由などにつ
いても調査する必要があったと思われる。
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最後に,今 後の一つの研究課題を示 して,本 稿を終えることに したい。それは,設 備投資の
経済性計算の方法 と企業業績との関連である。設備投資は,そ の後の企業の行動 コースに大 き
な影響を与え,し かもその効果は長期 に及ぶことになる。 したがって,設備投資の成否はその
後の企業業績に影響を与えるはずである。設備投資の決定にあたっては,ほ とんどの場合にお
いて経済性計算:の結果 も考慮されていると考えられる。そうだとすれば,経 済性計算の方法 と
して理論的に洗練 されたものが正 しい意思決定を導 き出 し,企業業績にも良い効果を与 えると
いうことは,仮 説として成立 しうるはずである。
こうした文脈 において,Kim(1975)においては企業業績 と洗練された計算方法との間に関
連を見いだ している。 これに対 して,Haka(1983)やlqammer(1973)の調査はそうした関
連については否定的な結果を示 し,と くにHaka(1983)にあっては割引キャッシュ ・フロー
法の利用には報酬構造および環境の予測可能性が関係 しているということを示 している。これ
ら研究の詳細 をここで検討することはできないが,企 業業績が設備投資経済性計算の方法とど
のような結びつきを有 しているか,も し関連が見いだされない とすれば経済性計算の方法の選
択にはどのような要因が影響 を与えているかを明らかにすることは,一 つの有望な研究領域で
あろう。 ところが寡聞にして,こ れ らの研究に対応するようなわが国での研究を知 らない。仮
説が検証 されることになるかどうかはともか く,外国での研究蓄積 を踏 まえて,わ が国におい
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屋は,同 じく正味現在価値法と内部利益率法を取 りあげて,平均資本コス トか限界資本コス トかという議論
を展開している。長屋によれば,正味現在価値法では投資期間中,資本コス トは割引率として一定と考える
から平均資本コス トが利用 され,内 部利益率法では資本コス トが切 り捨て率 として用いられるので限界資本
コス トが利用されるべきであるという[長屋(1986),112ページ]。
(5)通産省産業構造審議会管理部会 「意見」としての 「企業財務政策の今後のあり方」(昭和47年5月8日)で


































「従来」と 「将来」で最:も割合が違っているのは正味現在価値法であ り,傾向的には本調査 と同じである。な
お,本調査に比べると,全体 として各計算方法の採用度が高 く,と くにIRRとNPVは大 きく異なっている。
理由は不明である。








出所:鳥 邊(1997),33ペー ジ(た だ し形式 の 一 部 を修 正)
(9)統計 を入手 で き なか っ たが,筆 者 が直 接 聞 い た会 計 担 当 者 や 監 査 に 従事 す る公 認 会 計 士 の 認 識 で あ る。 手
元 の文 献 に よ る と,吉 川 が1979年に実 施 した調 査 で は[吉 川(1979),33ペー ジ],約95%の 企業 が リー ス契
約 を行 な っ て お り,機 械 設 備 の リー ス は14.2%であ っ た。 ま た,リ ー ス 費 用 は総 原 価(製 造 原 価+販 売 費 及
び 一般 管 理 費)の5%未 満 が 約85%で あ っ た。 また 三 浦 に よ る と,「リー ス 契 約 額 は,70年 代 後 半 に 入 っ て,
対 前年 度 比20%前 後 の急 激 な伸 び を示 し,1987(昭和62)年 に は,民 間設 備 投 資 額 の約100%に達 してい る。」
とい う[三 浦(1992),73ペー ジ]。こ う した状 況 とそ の 後 の推 移 を推 測 す れ ば,会 計 担 当者 や公 認 会計 士 の
こ う した認 識 は間違 い ない と考 え て よい で あ ろ う。
(10)筆者 が実 際 に聞 い た とこ ろで は,あ る企 業 で は,「設 備 が 特 殊 で作 れ る企 業 は あ ま りな く,ま た そ の設備 を
作 る能 力 は わが 社 が トップで あ る。」 との 認識 を示 し,リ ー ス に よる 設備 の 調 達 に は否 定 的 で あ っ た。
(11)調査 項 目 につ い て は,主 と して大 塚(1989>,351-352ペー ジ お よ び大 塚(1991),91-92ペー ジ に も とつ い
て作 成 した。
(12)調査 項 目 につ い て は,宮 内(1970),50ペー ジ に も とつ い て作 成 した 。
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藤 江 昌 嗣
我が国では現在3つの不安があるといわれている。それは 「雇用不安」「金融不安」「将来へ
の不安」である。完全失業率は調査開始以来最悪の4.3%を示 し,金融機関の不良債権の処理
は遅々として進 まず,他 方で押 し寄せるビッグ ・バ ンの波は確実に金融機関(銀 行 ・証券 ・保
険)の 淘汰,そ して提携 ・吸収 ・合併 を次々と生み出 し,年金 ・保険制度においては従来の企
業中心のシステムでは将来における確実な給付が危ぶまれるな どこれ ら 「雇用不安」「金融不
安」「将来への不安」 は容易に解消されるものではない。今や我が国は 「高不安高負担」の社
会 とな り,国民の国 ・地方政府への 「信用」 は大 きく低下 してきている。





の原因が求められなければならない。そ して,財 政運営は行政運営 と切 り離 して論ずることは
で きず,そ の意味で も 「国 と地方の行財政上の関係」 を視野に入れた分析 一 ここでは 「都
市経営の分析」 と呼ぶことにする 一 もまた,不 可欠 となる。
筆者はすでに地方自治体の財政分析の手法 について浦和市 を例に試案を提示 した。その後寄
せ られた多 くの方々か らの改善に向けての助言 を踏まえつつ,本 稿では新潟県長岡市 を例 に
「都市経営分析」を試みることにする。
長岡市は人口約19万人の都市であるが,産 業構造(就 業人口別)で は第三次産業が60%,
第二次産業が35%,第一次産業が4%を 占めている商業 と工業(工 作機械,鋳 物業)中 心の
地方都市である。 この長岡市 も近年財政状況が悪化 し,そ の状況把握と改善に資するために
「行財政改善推進委員会」 を1996年に発足 させた。
そ して,こ の 「行財政改善推進委員会」 は,1997年(平成9年)11月11日,市長に 「長岡
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市の行財政改善に関する提言」(以下 『提言』とする)を 行ったのである。
この 『提言』は,「民間活力の積極的な活用」として,学 校給食調理用業務や車両運転業務,
道路 ・公 園 ・下水道の維持管理業務など少なくない業務について退職者の不補充という措置 を
行 うとともに 「民間委託」 とすることを求め,ま た,「効率的な行政運営 と職員の企画立案能
力の向上」 として,少 数精鋭主義 を目指 した定員管理の推進や高齢職員に対する昇給延伸 ・停
止 などの 「是正」措置,特 殊勤務手当ての見直 しや企業手当の廃止,成 績主義 を反映 した給与
制度の確立など多岐にわたった職員の身分や権利に関わる内容 を含んでいた。
長岡市は,こ の 『提言』に沿い,1998年(平成10年)3月に 「長岡市行財政改善推進計画」
(以下 『推進計画』 とする)を 決定 したが,こ のなかでは以下のような2つ の 「行財政改善の
柱」が示された。
「行財政改善」の第1の柱 は,「スクラップ ・アン ド・ビル ド」で行政展 開を行 うことであ
り,2つ目の柱は 「借金体質からの脱却」である。
長岡市は,「第2次新長岡発展計画」の推進というビル ドのために 「使用料 ・手数料の大幅
値上げ」 「学校給食などの委託」「職員の定数管理 ・賃金切下げ」などの歳入増やコス ト引き下
げというスクラップを行い,そ の延長線上 に 「借金体質か らの脱却」 を位置づけているようで
ある。
一般 に 『都市経営』論 は行財政を総合的に考察する場合にその真髄 を発揮するものであ り,
単 に財政のバランス論に限定 して 「都市経営論」 を語るのであれば,「黒字の中の貧困」 とい
う状況 を生み出 し,何 らの工夫 もない 「貧 しい都市経営」 となって しまうことは必定である。
確かに長岡市 は起債制限比率が県内ワース ト5で 「借金」の多 さは 「危機」的なものである。
しか し 「一般的に経済状況が大変厳 しいので長岡市の借金が多い」などとい うのでは 「それだ
けの借金が何故必要であったのか」の説明になっていないことは明 らかであ り,減 らすべ き支
出の方向性 も見出せないことになる。
長岡市のかかえるこの借金がどのような原因(施 策)に よりもたらされたものであるのかを
解明 し,その原因への対処が 「財政危機」 を乗 り越える最善の策である。「財政危機」 を悪戯
に煽 り,誤 った原因の認識 とその対処法 を 「改善の柱」 とするのでは,「今そこにある危機」
はもちろんのこと 「さしせまる危機」 を回避することはで きない。冷静に,客 観的に 「財政危
機の真因」をつかんでいかねばならない所以である。
本稿は,長 岡市の行財政分析 を通 じて岐路に立つ地方財政の典型的な姿を明らかにするとと
もにその原因について考察 し,長 岡市の行財政運営の基本 とされる 『第二次新長 岡発展計画』
とりわけその諸元に批判的検討 を加え,併 せて起債償還プランの得失 について検討を加 えるこ
とにする。
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1.地 方 財 政の 状況
(1)国の財政再建路線と地方財政
ここで,我 が国の 「高度経済成長」以降の地方財政の歴史を振 り返 ってみることにしよう。
地方財政はその収支が運命的に常に赤字 となる 「不健全」 なものだったのではなく,国の景気
対策,国 際収支の黒字対策 さらには財政再建路線との関わ りの中で 「不健全」な状態となって
きていることを確認 したいからである。
「高度経済成長」が終わってか らの2度 にわたる 「オイルショック」,80年代前半の不況,
さらには85年か らの 「円高不況」 とい う幾たびかの景気後退 を経験する中で,国 の場合には
1980年代 に入 り国債残高が急増 し 「政府債務」はいや増すばか りであったのに対 し,地方政
府の債務残高は緩やかな伸びにとどまり,財源不足 も解消する方向にあるとみられていた。
1960年代は民間設備投資主導型の経済で年平均の経済成長率 も10.4%とい う高率であった
ため,財政出動 も相対的に小 さく,起債等に依存することも少ない,そ の意味では 「健全財政」
とも呼びうるものであった。 しかし,1970年代の年平均5.0%とい う 「低成長」の時代 に入 り,
その後の不況時の景気対策 として大型公共投資が膨張するに伴い,我 が国経済は公共部門主導
型の経済へ転換 し,先取 りされた租税 としての公債に依存する 「公債含みの財政」へ とその性
格 を変えていった。単年度の収支 も赤字 となる収支ギャップも目立つ ところとなって きた。
実際1965年度の戦後最初の赤字国債発行 に続 き,1975年度に再び赤字国債(特 例国債)及
び建設国債が発行 され,1979年度には公債依存度が34.7%となった。歳入が歳出を下回ると
その差額(歳 入一歳出)は 「歳入欠陥」 と呼ばれるが,1981年度は 「歳入欠陥」が2兆4948
億 円と過去最高額 になった。1980年代はこの収支ギ ャップの縮小 を目指す 「財政再建」路線
が とられるようになった。その後,「官から民へ」あるいは 「国から地方へ」の 「合理的機能
分担」 という方向に舵が取 り直され,い わゆる 「財政改革」の取 り組みが始 まることになる。
その柱は①歳出削減 と②民営化の2つであった。歳出削減はゼロシーリング(1982年度)ま
たマイナスシーリング(1983年度)と い う形 で実施 され,ま た,国 から地方への財源配分の
削減 一 補助金の一律削減(1985～88年度)と 地方交付税の抑制 一 も行われ,地 方財政
へ大 きな影響 を与えた。
また,民 営化 も1985年にはJT(日本たばこ),86年にはNTr,87年にはJRグループ,貨 物,
清算事業団 という形で長期債務問題 の解決に曖昧 さを残 したまま矢継 ぎ早や に実施された。法
律 として も民間活力の導入を目指 した 「民活法」が制定された。
折か らのバブル景気(1987.1]月～1991年2月)による税収増 もあ り,1990年には 「特例公
債依存」からの 「脱却」 を達成 した。
同時に,1989年に創設 された消費税は国民にとり大 きな負担 になったが,「増減税同額」で
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あったことや 「益税」等の徴収漏れ もあ り,税収の安定的基盤は確立せず,収 支ギャップを埋
めるために絶えざる税率引 き上げの誘因が存在 し続け,「バブル景気」が弾け,所得税 を中心
とする直接税の税収増が見込めなくなるとこの引 き上げ圧力は一段 と強まることとなった。
財政再建 を至上命題 とする政府は,1997年度を 「財政構造改革元年」 と位置づけ,景 気が
弱含みの中であるにもかかわらず,多 くの国民の反対の声 に耳を貸 さず消費税率の引き上げを
行った。 しか しなが ら,1997年度は景気低迷による企業の利益減少や,金 融機関の不良債権
処理の拡大などを反映 して,法 人税が1兆2825億円,申 告所得税が3582億円補正後の見積 も
りを下回ったほか,あ ろうことか肝心の消費税さえも3643億円見積 もりを下回った。結局,
1997年度一般会計決算 は,補 正後予算 に対 し,歳入が2兆3304億円下回 り,不用金(予 算 の
使い残 し)な どを差 し引いても,最終的な赤字(歳 入欠陥)は1兆6174億円とな り,バブル経
済の崩壊 で法人税収が大幅に減った1993年度の5600億円の赤字以来4年ぶ りの赤字 となった。
ちなみに1992年度 も赤字であったが,そ の額は1兆5400億円であった。
「財政再建」 を錦の旗 としていた橋本政権はいわば政策の誤 りにより退陣を余儀 なくされた
が,そ れは,橋 本政権に続 く小渕政権が 自らの政権を 「経済再生(景 気回復)政 権」 と位置づ
け,先 ず 「財政構造改革法」 を棚上げにしたことからも明らかである。
(2)地方財政の財源不足の状況
国お よび地方財政の長期債務残高は1997年度末においてそれぞれ約344兆円,約147兆円で
あ り,重 複分 を差 し引いた合計は約476兆円に達 し,1996年度の名 目国民総生産(GDP)503
兆円の95%を占める巨額になっている。
1974(昭和49)年度以降の地方財政の財源不足の推移は図表1-1のとお りである。
これをみると1980年代 までは不況期 に財源不足が生 じ,景 気回復期に財源不足が緩和 され
る とい う動 きが見て取れる。その後,80年代 に入ると国のゼロシーリング,マ イナスシー リ
ングもあ り,地方 も歳出を抑制 したため,財源不足額は低下 し,85年度 には0.6兆円となった。
その後円高不況期に2兆円を超 える財源不足が生 じたが,87年度以降バブル景気による税収増
もあ り,91年度にかけて再び財源不足 は解消 に向かい91年度には0.6兆円となった。ところが,
1994(平成6)年度以降地方財政の財源不足は地方税収 などの落ち込みや減税等により急激 に
拡大 し,1996(平成8)年度には8.6兆円となり,地方財政計画に対 して も10.1%を占めるよ
うになった。その後,こ の比率は低下 してきているものの,平 成10年度でも財源不足は5.4兆
円が見込 まれる事態となっている。
また,地 方債依存度 も1994(平成6)年度以降急激 に上昇 してお り,1996(平成8)年度 に
は過去最高の15.2%まで上昇 した。また,交 付税特別会計借入金 を加えた実質的な公債依存度

































































も5年連続 して減少 している。すなわち,東 京都 を除 くすべての道府県が交付団体 となってお
り,ま た政令市 と県庁所在都市 もすべて交付団体 となっている。自治体の96.3%が自主財源不
足で国からの交付税 に頼っているというわけである。
地方交付税はいまや用途指定な しの自治体 にとって自由に使 える 「自主財源」ではな く,わ
ずかの自主財源 と地方債の起債による財政支出を結び付ける 「借金マシーン」 とも呼びうる危
険な役割を果た しでいるとい うと誇張が過 ぎるであろうか。
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図表2-1-1長岡市実質収支推移 (単位:千 円)
S.60 S.61 S.62 S.63 H.1 H.2 H,3 H.4 H.5 H.6 H.7 H.8




翌年繰越財源 107696100674 90458 16663 29394 15578 83211 92621263785 30588212828123918
実質収支 181137246225721052182156113141117534641932223148454E735878739615420686508362
単年度収支 一48253134911;1642961283657309850622053178759一447677一748668 3737一318929 87676
積立金 11000068000 3900(957000583200200∞0 17200012500046000 22000 13700 4400
繰上償還額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

















(出所)長 岡市 『決算状況』各年版よ り作成
2.,長岡市 の 財 政状 況
(1)決算収支
①実質収支 ・単年度収支 ・実質単年度収支
長岡市の1985(昭和60)年度以降の決算収支 を示 しているのが図表2-1-1であ り,また,
この表 の指標のうち実質収支,単 年度収支,実 質単年度収支の3つの収支についてグラフ
化 した ものが図表2-1-eである。1章で確認 した全国レベルでの財源不足の状況 と比較 し
つつ,こ のグラフを見 ると,財政の余剰を示す実質収支は対象期間(1985年度～96年度)
中は黒字であった。ただ し,足元のところでの黒字額は減少 してきている。
年度毎の動 きでは,円 高不況期の1987年度 において急減 し,そ の後回復 を示 した もの
の,バ ブル経済が弾け,景 気後退期に入った1991年度以降再 び急減 し,93年摩以降は弱
含みの横 ばいになっている。つ まり,全国とほぼ類似 した動 きとなっている。
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では,単 年度収支(当 該年度のみの実質的な収入と支出の差額 を示す)と 実質単年度収
支(積 立金の積立やその取崩あるいは過去の債務の繰上償還などを行わなかった場合の実
質的な単年度収支を示す)は この間 どのような動 きを示 したかのであろうか。
両収支は1985年度 において単年度収支のみが赤字であったが,86年度,88年度,92～
93年度においていずれ も赤字 となり,94年度に若干の黒字 となったものの95年度 に再び




年度に比べて86年度 は8.C%の税収増,87年度は5.2%,88年度 も5.7%,89年度 も9.9%
の各増加 となってお り,こ の自主財源の増加は88年度の両収支の悪化 と矛盾 している。
この赤字の原因については,先 に少 し触れたところであるが具体的な事業に即 して別途解
明する必要がある。
ところで,1985年度から87年度にかけて両収支はほぼ一致 していたが,88年度から89
年度 にかけて実質単年度収支が単年度収支 を大 きく上回 り,その後90～93年度 にかけて
はこの乖離が次第に小 さくなり,94年度には両収支はほぼ一致 した。




長岡市の積立金の積立 ・取崩,繰上償還の動 きは対照的 という意味ではっきりしている。
まず繰上償還は対象期間中(86～96年度)一 切計上されなかった。すなわち,過 去の債
務の繰上償還 とい う対応は選択 されなかったということである。
地方 自治体の基金は 「財政調整基金」「減債調整基金」「特定目的調整基金」「土地開発
基金」 とい う4つ に分けることがで きる。「財政調整基金」 は経済状況の悪化 などで収入
の確保が困難 になった ときの安全装置 としての 「貯金」で,「減債調整基金」 は将来にお
ける地方債の償還に当てるための 「貯金」,また 「特定 目的調整基金」 は必要な施設建設
等のための目的額 を確保するための 「貯金」,さらに 「土地開発基金」 は土地開発のため
定額の資金を運用するための 「貯金」で前3者 の基金からの支出は取崩,「土地開発基金」
からの支出は繰出と呼ばれる。
ところで,積 立金であるが 『決算カー ド』における 「積立額」には,上 記の基金のうち
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「財政調整基金」に関わるもののみが計上 されている。 この 「財政調整基金」の積立額 に
ついては,86年度から87年度 にかけては減少 したが,そ の水準 も低かった。 ところが,
88年度に9.6億円 という大幅な積立が行 われた。また,後 述するが,そ の他特定 目的基金
も13億円前年度に比 し増加 しているのが目立つ ところである(図 表2-1-3,4参照)。
その後,積 み立 ては 「幾何級数的に」減少 し,96年度には440万円という頼 りなさであ
る。つま り,積立 金(「財政調整基金」)は見事 に取 り崩 されてきている。特に95年度 に
は13.85億円が取 り崩 され,財 政のパ フォーマ ンスの悪化が顕在化 した。翌96年度 も
10.46億円の取崩が行われている。
すでに指摘 しておいたように,税 収は87～89年度 にかけて高い伸びを示 していたので
あ り,95～96年度の この取崩は,税 収好調時の積立の不十分性 を示すものである。
③積立金現在高 ・土地開発基金現在高
積立金 を 「財政調整基金」「減債基金」「その他特定 目的基金」「土地開発基金」別に示
したのが図表2-1-4である。これをみると,積立金現在高(財 政調整基金+減 債基金+そ
の他特定 目的基金)は,1986(S.61)年度には40.27億円であったが,そ の後,87(S.62)
年度 に 「財政調整基金」 と 「その他特定 目的基金」の積み増 しが始 ま り,90年度には
「減債基金」の積み増 しも始 まったたため,全 体 として現在高は増え,92(H.4)年度に
は95.1E億円と100億円に達するかのように急増 した。こうした積み増 しが 「財政調整基
金」の場合は94年度まで続 くが,「その他目的基金」 は92年度をピークに低下 し始め,事
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また,「減債基金」 も93年度か ら取崩 しが始 まり,96年度には1L4億円 とな り,ピーク
時(92年度)の21.4億円に比べ10億円減少 した。 この 「減債基金」の急減を追いかける
かのように3年遅 れで急減 しているのが 「財政調整基金」である。
結局,積 立金現在高は全体 としてみると,95(H.7)年度以降は,95年度か ら96年度
にかけての取崩 しのため急減 した。
「その他特定目的基金」は,土 地造成基金,都 市基盤整備基金,国 際交流基金,花 と緑
の まちづ くり基金からなっているが,都 市基盤整備基金がその大半を占めていることが図





されて以降96年度 まで積み増 しはなされず12.5億円で推移 してきている。
積立金の取崩は,決 算:上「繰入金」 として処理される。1986年度以降の 「繰入金」 の
推移を示 したものが図表2-1-6である。 ここには1993年度,94年度の繰入金の増加 と特
定 目的基金取崩の関係,ま た95,96年度の繰入金の増加 と 「財政調整基金」取崩の関係
がハ ッキリと示されている。
図表2-1-6繰入金等の推移
1986年度 1987年度 1988年度 1989年度 1990年度 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度 1996年度
繰入金 84440 0 142721 1664224953(2151092464481246448131329]2118391549041
財政調整基金取崩額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13850001046000
減債基金減少額 一23000 一18000 一30000 一43300 一6670DO一375891 一23552 218448222491226641331141
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(2)長岡市の財政 規模
① 歳 出規模(一 般 会計十特別 会計)
人 口188,994人(97年3月31日現在)の 長 岡市 の財政規模 を確認 して お くことにする。
長 岡市の預 か る会計 は一般会 計 と特別 会計 に分か れるが,1996(H.8)年度 の市 の財政
規模 を決算 ベ ース でみ る と,一 般 会計 が70,576,627,171円(約705.8億円),特 別 会計 が
39,126,721,376円(約391.3億円)で 合計109,703,348,547円(約1097.0億円),一 人 当た り
で は58万459円(一 般 会計37万3433円,特別 会計20万7026円)とな ってい る。
1年間で一人 当た り60万円近 くの財 政支出 が行 われてい るこ とになるが,他 方で,一 人当
た り税負担額 は どの ような水準 になってい るで あ ろうか。
96年度 の収 入 済額ベ ース の市税(市 民税 ・固 定資 産税 ・軽 自動車 税 ・市 たば こ税 ・鉱
産税 ・特 別土地保 有税 ・入湯税 ・都 市計画 税)は29,538,957,995円で一人 当た り15万6295
円,こ れ に使 用料 ・手数料 の775,091,066円,一人 当た り4101円を加 え て も一人 当 た り負
担額 は16万396円となってい る。 その他学校給 食費等 の市民負 担分 ・県民税等 を足 して い
って も確 か に60万はおろか20万円 に もは るか に届 か ないであ ろ う。
しか しなが ら,先 取 りされた租税 とい える「地 方債」残 高等 の借金 は一 人 当た り79万あ
り,こ れ だけで一人 当た り財政支 出額 を軽 く超 えて しま うのであ る。
②基準財政需要額 ・基準財政収入額 ・標準税収入 ・標準財政規模




また,「標準財政規模」は一般財源(地 方税,普 通交付税,地 方譲与税)ベ ースでの標
準的な財政規模 を示す ものですが,前 年度の 「標準税収入額」 に前年度の地方交付税を加
えたものである。(以下,図 表2-2-1参照)。
長 岡市 の1996(H.8)年度 の決 算:でみ る と,「標準 税収 入 額」 は約318.6億円
(31,858,301千円),「標準財政規模」は約369.0億円(36,900,672千円)で あ り,そ の差約
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図表2-2-1長岡市基準財政需要額 ・基準財政収入額の推移 (単位:千 円)
S.60 S.61 S,62 S.〔途 H.1 H.2 H.3 H.4 H.5 H.6 H.7 H,8



































































ではなく,い わば 「あるべ き財政需要」 ともいえるもので,国 が定めた基準による当該 自
治体の各行政分野 ごとの標準的な経費を算定 したもので,計 算上の必要行政経費額です。
これに対 し,「基準財政収入額」は 「自前の収入の一定割合 を示すもの」で,地方の収入
である地方税,地方譲与税,こ れらに関連する交付金 ・納付金(但 し国庫支出金,使用料,
手数料 を除 く)の うち,地 方譲与税を除いた収入額 に75%の基準税率をかけて算出した
額に地方譲与税全額を加えたものである。
長岡市の1996(H.8)年度の決算でみると,「基準財政需要額」 は29,101,301千円(約
291,0億円),ま た 「基準財政収入額」は24,058,930千円(約240.6億円)で,そ の差
5,042,371千円(約50.4億円)は 地方交付税額 となっている。 また,「基準財政需要額」 に
占める地方交付税の割合は17.3%となっている。
(3)長岡市の 歳入 と市税 の動 向
既 にみ た よ うに,長 岡市 の1986(H.8)年度の歳 入 は決算 ベース で約712.1億円で あるが,
その構 成 におい て一番大 きな もの は① 市 町村 税で295.4億円(構 成比41.5%),次いで② 地方債
111.5億円(同15.i%),③ 諸収 入(同13.4%),④地 方交付 税60.9億円(同8.6%),⑤ 国庫支
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出金48.7億円(同6.8%),⑥ 県 支出金20.6億円(同2.9%)の 順 にな ってい る。 これ ら上位6
項 目の構 成 比 の 合計 は88.E%で全 体 の約9割 を 占め て い る。 と くに,市 町村 税 と諸 収 入で
54.9%と50%を超 えて いる点か ら,自 主財源 も比較 的備 わ っている よ うに見 える。
これ らの歳入額 の1986年度か ら96年度 まで の推 移 を図表2-3-1でみ てみる と,
a.市 町村税 は1994(H.6)年度 に前年割 れがあ った ものの ほぼ増加傾 向 にあ り,
b.諸 収 入 も90'(H.2)年度 以降94年度 まで増加 を続 け,95年 度 か ら96年度 にか けては低
下 して きてい る こと,
c.地 方債 も93(H.5)年度 に急 増 し,そ の後 も増 加傾向 にあ るこ と,
d.93年度 以降,国 庫支 出金 が減少 し,代 わ りに地方交付 税が増加 して きてい るこ と
などがわか る。
図表2-3-1長岡市歳入額の推移(単 位:千円)
1986年度 1987年度 1988年度 1989年度 1990年度 1991年度 1992年度1993年度 1994年度 1995年度 1996年度
市町村税 2041870421478133227003692483242'.5428991270704312818490428250649273276122861065429538958
地方譲与税 46544949979548931011914361353129141600:15542421686450170288317466631804176
利子割交付金 0 0 161537418269865834990237670233804560995092716856394530
麟搬{ゴル矧 稠鮫付金 33776 40800 37489 40794 47550 51247 52920 47082 45630 43777 38451
特別地方消費税交付 一 一 一 　 一 20759 43978 49848 47855 47032 50073
自動車取得税交付金 32617835154639420441072147471 464250483589437081483171533940558719
地方交付税 2583220316808739906773743499453686252512796135975726848596586060358036088312
交通安全対策特別交付金 25888 53835 44572 39170 43390 52293 50159 47940 45094 43015 44998






寄付金 17613 11114 10820 109700113144 48428 34459 9649 1169 22960 3521















































































また,一 般 会計 に占め るそ れぞれの財 源 の割合 を示 してい るのが図表2-3-e'であ るが,こ れ
をみ る と
a.市 税 の割 合 が1995(H.5)年度 の45.4%をピー クに年 々減少 し,96(H.8)年 度 には
39.8%まで落ち込 んで きている こと,
b.地 方 債の割 合が1986(S.61)年度 の10.4%から91年度 の8.6%まで低 下 して きていた に
もかか わ らず,そ の後割合 は増 加 し,96年度は13.4%,95年度13.E%,96年度15.7%
と急 拡大 して きている こと
が わか る。
図表2-3-2長岡市歳入額構成比の推移
1986年度 1987年度 1988年度 1989年度 1990年度 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度 1996年度
市町村税 46.0% 49.6% 47.6% 50.5% 46.7% 45.4% 44.7% 41.0% 39.8% 40.9% 40.9%
地方譲与税 1.0% 1,2% 1.0% 2,4% 2.5% 2.4% 24.7% 2.4% 2.5% 2.5% 2.5%
利子割交付金 0,0% 0.0% 0.3% 0.9% 1.6% 1.7% 1.:% 1.2% 1.4% 1.0% 1.0%
娯霜 設(ゴルフ場用 用骸 付金 α1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0,1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1%
特別地方消費税交付・ 一 一 一 一 一 0.0% 0.1% 0.1% 0.1% 0,1% 0.1%
自動車取得税交付金 0.7% 0.8% 0.8% 0.8% 09% 0.8% 0.8% 0.6% 0,7% 0.8% 0.8%
地方交付税 5,8% 7.396 S.9% 7.6% 8.3% 8,8% 9.7% 8.3% 8.7% 8.6% 8.6%
交通安全対策特別交付金 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1%
分担金 ・負担金 0.8% 0,9% LO% 1.3% 1.2% 1.296 1.4% 1.3% 1.4% 1.4% 1.4%
使用料 1.7% 18% 1.7% 1.7% 1.6% 1.4% 1.99E 1.3% 1.3% 1.3% 1.3%
手数料 0.8% 08% 0.8% 0.7% 0.6% 0.696 0.5% o.<% 0.4% 0,4% 0.4%
国庫支出金 9,0% 9.4% 8,5% 8.7% 7,0% 6.996 7.4% 8,3% 7.4% 6.E% 6.8%
県支出金 3.0% 2.8% 2.4% 2.5% 3,0% 2,296 2.5% 2.2% 2.4% z.:% 2.8%
財産収入 3.6% 1.6% 2.4% 2.0% 2.2% 1.0% 1.0% 1.1% 0。7% 0.6% 0.6%
寄付金 0.096 0,0% 0.0% 0.2% 0.2% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
繰入金 0.2% 0.0% 0,3% 0.0% 0.5% 0.4% 0,4% 1.8% L9% 3.0% 3.0%
繰越金 4.3% 13% 4.6% 1..% 2.1% 3.0% 3.2% z.:% 1.596 1,1% U%
潴収入 12.49r127% --.(% 12.0% 14.9% is.5% 15,5% 14.5% 16.3% ]4.F% 14.8%
地方債 10.4% 9.6% 9.0% 6,8% 6.6% 8,6% 78% 13.0% 13.4% 13.9% 13.9%
歳入合計 100.0%100.0%100,0%100,0%100,0%100.0%100.0%100.0%100。0% 100.0%100.0%
また,市 税の内訳別推移は図表2-3-3に示 してあるが,こ こから93年度か ら94年度にかけ
て市町村民税の減少があったこと,固 定資産税が一貫 して増加 を続け96年度 には市町村民税
とほぼ同額 となっていることもわかる。
ところで,固 定資産税は 「財産課税」の性格をもち,法 人等の償却資産を除けば景気 に左右
されることなく安定 して収入が見込める財源 となるが,納 税者の側からすれば,収 入に関係な
く課税 されるため,例 えば年金生活者等 には負担感が重 くの しかかって くるものである。相続
のケース等含め納税者の担税力の安定性はそう確かなものではないことにも注意 しなければな
らず,固 定資産税の割合の増加をあまり楽観的に評価 してはいけない ものと思われる。




S,61 S62 5.6: H,1 H.2 H.3 H.4 H.5 H.6 H.7 H.8
1986年度 1987年度 1988年度 1989年度 1990年度 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度 1996年度
市町村民税 998486810510133113716721311464713360524137034721446133Q137185721 3656661289980213348350
固定資産税 7540470800803783139229203417958741610272695108640381143543(119476241262135013050221
軽 自動車税 125856133564 139515145603152543 162940172887182907 191924203507 215078
市町村たばこ消費税 947814 942087949424845693 951494956055954767 97446599344010170441024650
特別土地保有税 49661 59534 52767 108546117950639094319399 4650& 338259276539 253112






























































すで に(1)決算収支の状況 において,フ ロー面での長岡市の 「均衡」(収支バランス)や これ
に関わる限 りでのス トック面での基金の状況について確認 し,(2)財政規模の推移や(3)歳入面で
の特徴などについても確認 して きた。
以下では,こ うした検討を踏 まえて,財 政力指数,実 質収支比率,公 債費比率等の基本的な
財政指標 について検討 してい くことにする。
①財政力指数
財政基盤の強さを示す指標 として用いられるものの一つが財政力指数であ り,この指数
64 一 経 営 論 集 一
が1を超 えると 「富裕団体」 とされ,地 方交付税(普 通交付税)が 交付 されなくなる。
長岡市の場合,図 表2-3-4にあるように,財 政力指数は1986年度以降0。8台を推移 して
お り,1996(H.8)年度 も0.823となってお り,県 内20市中,柏 崎市,新 潟市に次いで3
番 目の 「財政基盤の強 さ」とい うことになる。なお,類似団体の平均 は0,87となってお り,
長岡市はこれを0.5ポイントほど下回っていることになる。





政需要額 は,市町村税 という自主財源の範囲内で,あ たか もそれを 「担保」としているか
のように見合 った額に決定 されている というわけである。
また,基準財政収入額は地方譲与税(100%)と地方税などの一定割合(75%)であ り,
景気変動 にともなう増減の影響 もあ り不安定なものなので,も し景気対策として後年度に
交付税措置が取 られるような場合,一 方では基準財政需要額が膨 らみ,他 方では基準財政
収入額は減少 しているはずなので,その結果として,財政力指数は低下 してよいはずです。
長岡市の場合,1996年度 においては財政力指数の0.1ポイン トの低下は約29億円,ま た




単年度の財政余剰の率 を示す指標 として 「実質収支比率」があ り,実質収支額 を先にみ
た標準財政規模で割ることにより計算で きる。通常3～5%の 範囲 ぐらいが よい とされて





公債費が標準財政規模(標 準税収入等+普 通交付税額)に 占める割合 を示すが,地 方債
発行の規模の妥当性 を判断するための指標であるが,財 政の弾力性 を測る指標でもある。
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図表2-3-4長岡市基本的財政指導等の推移
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項目/年度 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996
財 政 力 指 数 0.83 0.8610.858α852 0.8460.8430.8250.819α818 0.8220.823
実 質 収 支 比 率 2.1 9.3 3.4 4,2 6,1 6,3 4.3 2.1 2.1 L2 1.4
公 債 費 比 率 16.7 17.0 16.4 15.1 14.9 14.9 14.3 14.9 15.E 16.1 17.0
借 金 貯 金 比 率 7.5 7.6 5.5 4.9 4.7 4.5 5.0 5.9 7.2 10.8 15.5
経 常 収 支 比 率 79.4 77.6 72.8 72.1 72.1 70.8 74.8 76.6 80.7 82.1 83.1
(単位:千 円)
地 方 債 現 在 高 33,878.64736.080,11338β31.5T.39548.69540,893,35543,549,(β445,753.08051296,76256.994.59!63,421.33:70,895.967
債務負担行為現在高 5,163.2114,4912374,213,9224,143,5364,743.9003,539,13`.8233,71]6,180,443,807、2046,179.4315,315,95<
借 金 合 計 39,041.85840,571,35042,545.4g3,692,23.45,637,25547,088,16953,986,79157,477,20561,80180369,〔∬).76876,211,921
地方債現在高:円 185,700197,59E209,682215,670222β69 235,609246,1ア2274,545303,659337β58 375.524
人 口
1人当たり
債務負担行為現在島:円 28,34 24,597 23,051 22,596 25,796 19,147 44,30. 33,078 25,612 32,870 28.158
合 計 214.31E222.193232、733238266 24F,165254,756290,473307,623
'
329,27137022F403,682
財 政 調整 基 金 2,600,(X)02,639.(Kゆ3,596,(X)04,179,2004,379,20(4,551,2004,676,2004.722.2004,744,2003,372,9012β31β00
積立金
現在高
減 債 基 金 980,α)0998.0001,028,(M)01, 71,3001,738,3002.114.19]2,137,7431.919.2951.696,8041,470.1631.139.〔陰2
その他特定目的基金 446,69?507.5931.867,9722,455,8802.386,35(2.543,35(2.703,8581.839.439874,828376,073206.791
土地開発基金現在高 1,190.0)01,lgo.㎜1,190,0001,190,000Ll90、㎜ 1,250,0001,250,00(L250.0001,250,0001.250,0001.250,00(
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(出所)同 前 図、 図表2-3-11に示 す変 換値 を グラフ化 した ものであ る
つまり,公債の発行 にともなう元利償還金が増大すると,後年度の財政運営に硬直性を生
み,財 政の弾力性 を低めるとい うメカニズムがあ り,これを公債費比率が高 くなることに
より示 して くれるからである。
みち
また,起 債制限比率は,自 治体に使い途が任されている一般財源の うち経常的な歳入に
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図表2-3-5公債費比率 ・起債制限比率 (単位:%)
1985年度 1986年度 1987年度 1988年度 1989年度 1990年度 1991年度 199E年度 1993年度 1994年度 1995年度 1996年度
A.公債費比率 16.: 互6.7 17.0 16.4 15.1 14.4 14.9 14.3 14.9 15.6 16.] 17.C


































































占める地方債返済に当てる額の割合 を示す もので,公 債費のうち交付税で措置される経費
を除いて計算 される。3年間の平均が15%を超えると:黄信号,20%を超えると赤信号であ
るとされ,前 者の場合 には県 と相談 して 「財政適正化計画」 を策定 しなければならず,後
者の場合には原則 として新たな起債ができなくなる。
長岡市の公債費比率 ・起債制限比率の推移は図表2-3-5のとお りであるが,公債費比率,
起債制限比率 いずれもが1987年度 をピークに92年度 まで低下をつづけ,そ の後再び上昇
し始めていること,ま た,こ の上昇過程では両者の差が拡が りつつあ り,交付税措置のあ
る起債が拡大 してきていることがわかる。
④経常収支比率
経 常収支此率は人件費,扶 助費,公 債費など容易に削減 しに くい義務的性格の強い経常
経費に地方税,地 方交付税,地 方譲与税を中心 とする経常一般財源収入がどの程度使われ
ているのかをみるもので,公 債費比率同様財政の弾力性 を測る指標です。その値は低い程
よいわけであるが,通 常80%を超 えると弾力性を欠 くといわれている。
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図表2-3-6経営収支比率の推移 単位(%)
1987年度 1988年度 1989年度 1990年度 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度 1996年度
人件費 33.2 30.E 30.8 31.3 29.4 32.6 3L3 32.6 32。4 32.6
物件費 8.8 9。2 9.6 9.2 9.4 9.i 10.2 10.6 10.8 10.3
維持補修費 3.4 2.1 2.5 2.9 2。6 2.8 3.0 3.6 3.7 3.]
扶助費 4。2 4。3 3.5 3.6 3.9 4.6 4.9 5.3 5.4 5.9
補助費等 5.9 5.6 5.9 5.6 5。8 5.1 6.1 5.7 6.0 6。2
公債費 17.0 15.9 14.9 14.8 14.7 14.7 15.4 16.7 17.2 18.4
投資費 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
繰出費 5.0 4.8 4.9 4。9 5.0 6.1 5.6 6,1 6.6 6.7











































経常収支比率は人件費,扶 助費,公 債費,物 件費 などの経費別の経常収支比率の合計値
として計算 されるが,1996年度の場合,割 合の高い順に示すと,① 人件費(32.6%)②公
債費(18.4%)③物件費(10.3%)④繰出金(6.7%)⑤補助費(6.2%)⑥扶助費(5.9%)
⑦ 維持補修費(3.1%)となっている。以下では合計値 としての経常収支比率 を斜字体
(経常収支比率)で 示すことにする。
長岡市の経常収支比率は図表2-3-6に示 されているが,こ れをみ ると経常収支比率は
1991年度 まで低下傾向にあり,87年度の77.6%から91年度の70.8%まで3.2ポイント低下
したが,そ の後は一転 して上昇傾向にあ り,94年度 には80.7%と80%を超 え,96年度に
は83.1%と91年度の70.8%に比 し12.3%も上昇 し,弾力性 を欠 きつつあるといえる。
また,経 常収支比率の上昇がどの経費の上昇 により生 まれたのかをみるには,寄 与度 ・
























率 と経費別の貢献度(寄 与度)の 推移 を示 しているのが各々図表2-3-7,2-3-8である。
経常収支比率の伸び率は,94年度 を別にす ると,92年度 をピー クに減少傾向にある
(図表2-3-4)。また,人 件費は92年度の経常収支比率の上昇の主因 となっていることは否
定できないが,93年度以降は94年度に若干の伸 びが見 られたものの,全 体の伸びほどで
はな く,低下傾向 にあるとみ られる。他方,公 債費は92年度の伸び率 はゼロであったが,
93年度以降は伸び率が逓増 してお り,全体の減少傾向のなか,そ の伸びが 目立つところ
である。 また,扶 助費 も割合は小さいものの緩やかな伸びが続いている。
こうした関係は寄与率を示す図表2-3-9をみるともっとはっき りする。
公債費,物 件費,扶 助費,補 助費等は歳出に占めるその割合が緩やかなが ら増加傾向に
あるのに対 し,人件費は低下気配であることを考えると,こ の間の経常収支比率の上昇の
原因は前4者 にあると考えるのが妥当であ り,その支出の妥当性 という点からこれらの経
費(支 出)を もっ と検討 してい く必要がある。長岡市の財政の硬直性や危機 を生み出して
いるのは,人 件費ではなく,む しろ公債費であ り,人件費のみが主因であ り,これを減ら





1992年度 人件費 繰出金 扶助費
1993年度 補助費等 公債費 物件費
1994年度 人件費 ・公債費 維持補修費
1995年度 繰出金 公債費 補助費
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⑤借金貯金比率
既にみた決算収支の諸指標(実 質収支,単 年度収支,実 質単年度収支等)は 地方 自治体
財政の毎年の出入 りを示す ものでフローとい う面でのバランスをみたものである。 ところ
で地方 自治体 にはス トックといわれる資産に関するバランスもある。この資産には自治体
所有の土地や不動産などの行政資産 も含 まれるが,こ こでは,「借金」 と 「貯金」 に限定
して考えてみることにす る。例えば,地 方自治体にとり,積立金の合計である積立金現在
高は 「貯金」に,ま た地方債現在高と債務負担行為額 は 「借金」とみなせる。債務負担行
為額 とは地方 自治体が将来の支出(つ ま り返済)を 行 うための約束(契 約)で あるが,次
年度以降普通会計の負担で支払 うべ き義務を負った債務すなわち 「借金」に他ならず地方
債現在高 と合計 して自治体の 「借金」として分類把握すべ き性格の ものである。
ところで,「借金」が 「貯金」の何倍あるのかを見てお くことは,丁 度,個 人が住宅 を
取得する場合にその住宅取得能力 を見るために使われる,住宅取得が年収の5倍 で可能か
どうか という 「住宅取得能力」の指標 と同様,自 治体の 「債務負担能力」を示すもの と考
えることがで きる。
ここでは 「借金」 を地方債現在高 と債務負担行為額の和 とし,「貯金」を積立金現在高
として前者の後者に対する比率を 「借金貯金比率」 と呼んでおくことにする。 この値は妥
当な積立金現在高を前提 とすれば,も ちろん低い程 よいということになる。
長 岡市の場合,こ の 「借金貯金比率」は図表2-3-4に示 されている。図から明 らかなよ
うに,1987年度に7.6倍と高止 まっていた 「借金貯金比率」はその後低下 しつづけ,91年
度には4.5倍となった。 しか しなが ら,92年度以降急激 に上昇 している。すなわち,92年
度5.0倍,93年度5.9倍,94年度7.2倍,95年度10.8倍,96年度15.5倍となってお り,「貯
金」 と比べた 「借金」の異常な大 きさが目立つ ところである。
ス トックでみたバランスは,フ ローでみた決算収支(バ ランス)以 上に悪化 していること
がわかるのである。
(5)長岡市の財政レーダーチャー ト図
前節でみた基本的財政指標を用いて,長 岡市の財政 レーダーチャー ト図を作成 したものが図
表2-3-11である。このチャー ト図は財政力指数,実 質収支比率,公 債費比率,借 金貯金比率,
経常収支比率 という5つ の指標 を用いて作成 したもので,面 積が大 きいほど財政バランスが悪
くなっているという読み方がで きる(そ の作成方法については,注1参 照)。
図には1986年度,91年度,96年度の3ヶ年が示 されているが,年 度を経過する毎 にチャー
トの面積は増大 し,財政バ ランスが悪化 してきていることがわかる。
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図 表2-3-11長 岡 市 レ ー ダ ー チ ャ ー ト図
1986年度 1991年度 1996年度
A財政力指数 59.6 59.3 60.7
B実質収支比率 10.5 315 7.0
C公債費比率 83.5 74,5 85.0
D借金貯金比率 75.0 45.0 155.0
















・ ■1986年度 一1991年度 一1996年度
(出所)同 前図
この悪化の原因こそ解明すべ きものであり,克服すべ きものである。章をかえてあ らためて
その原因について検討 してい くことにする。
3.長 岡市 の 財政 悪化 の原 因
長岡市の財政の悪化状況 についてこれまで確認 してきたが,そ の原因は公債費の急増 にある
と考 えられる。では,何 故公債費が急増 したのであろうか?そ れは,長 岡市固有の建設事業




長岡市の会計には,大 きく3つに分けると 「1.一般 会計」 と10の 「H.特 別 会計」そ
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して 「IH.水道事業会計」がある(図 表3-1参照)。また,こ れら 「一般会計」「特別会計」
「水道事業会計」別の市債発行額 とその総計(「市債合計額」 とする)を 示 しているのが図
表3-2である。 これをみると,「市債合計額」 は85年度の谷,88年度の山,90年度の谷 と
いう変動を示 したのち,91年度 に上昇 し,92年度 はほぼ横這いであったものが,93年度
に大 きく増加 し,96年度にかけて も緩やかな上昇が続いていること,そ して,こ うした,
「市債合計額」の動 きを決定 しているのが一般会計市債発行額 と特別会計市債発行額であ
ることがわかる。













な増加 を示 し,また,一 般会計市債残高および特別会計市債残高 も「幾何級数的」な動 きと




















1984年度 4845100 879500 1607000733160029819059169690412360909170397191
1985年度 29603001463700 820000 524400031109216181552432414206873406527
1986年度 45992002073500 409000 708170033903147198456172421450277963266
1987年度 41764003840040 200000 82164403609041323229972402576483346149
1988年度 43010404465540 280000 904658038331571271939782383185089357399
1989年度 33312504249540 246000 782679039548695309077812353120693987682
























































































































1984年度 29819059 一 一 16969041 一 一 23609091 一 一 70397191 一 一
1985年度 311092164.3% 18% 181552437.0% 1.796241420682.3% 0.896734065274.39E 4.3%
1986年度 339031479.0% 3,8% 195456179.3% 2.3% 242145020.3% o..% 779632666.2% 6.2%
1987年度 360904136.5% 2.8% 2322997217.1% 4.39624025764一〇.8% 一 〇.2% 8334614'.6.9% 6.9%
1988年度 383315716.296 2.7% 2719397817.1% 4.89E23831850一〇.896 一 〇.2% 893573997.2% 7.2%
1989年度 395486953.2% 1.4% 3(190778113.'r%4.29f23531206一1.3% 一 〇.3% 939876825.2% 5.2%
1990年度 408933543.4% 1.4% 3401167610.0% 3.3% 23066867一2.0% 一 〇.5% 979718974.2% 4.2%
1991年度 435490346.5% 2.7% 3821250412.4% 4.:% 2255250]一2.2% 一 〇.591 1043140396.5% 6.5%
1992年度 457530805.1% 2.1% 4220847410.5% 3.8% 22447535一〇.5% 一 〇.1% llO4090895.8% 5,8%
1993年度 5129676212.1% 5.0% 4431093,5.0% 1,9% 224689310.1% 0.0% 118076〔β0 6.9% 6.9%
1994年度 56994599u.1% 4.8% 468132365.696 2.19622419972一〇.2% 0.0% 1262278076.9% 69%
1995年度 63421335ll.3% 5.1% 506657398,2% 3.19E224602620.2% 0.0% 1365473368.2% 8.2%
1996年度 7061206711.3965.3% 5465911!7.9% 2.9% 224613780.0% 0,0% 1477325638.2% 8.2%
(出所)同 前図




































































































また,特 別会計市債残高が,右 上が りとなっているのは,1987年度か ら92年度にかけ
ての10%から17%という高い増加率での起債の結果 といえよう。93年度以降は一桁台の
増加率になっているとはいえ,市 債残高合計の増加率 と比べ てみて,93～94年度 こそ下
回ってはいたものの,95～96年度 にかけては再び上回る伸び となっています。 これは,
償還が遅れていることと起債条件が自治体にとり必ずしも有利 となっていないことの表わ
れであ り,緩やかな伸 び自体が必ずしも将来の償還額の小ささを意味 していないことを示
すもの として教訓的である
水道事業会計は,そ の残高 を緩やかなが ら減少 させつつあ り,95年度か ら96年度にか
けては横這いとなっている。
市債残高への各会計の寄与度 を示 しているのが,図 表3-5であるが,こ こからも87～
92年度までの特別会計の寄与度の高 さと93年度以降の一般会計の寄与度の高さが明確 に
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③普通建設事業の特徴
長岡市 の普通建設事業の推移を示 しているのが図表3-6である。1986年度以降の累計で
みた場合,建 設事業の三本柱は1.道路橋梁整備事業1.学 校建設事業In.街 路整備事
業であ り,次 いで1.公 園整備事業N.芸 術文化ホール(リ リックホール)建 設事業 と
なっている。
1.道路橋梁整備事業 は,87年度の18.6億円から上昇 し続け,91年度の41億円をピー




IH.街路整備事業 は,90年度 まで20億円台半ばの水準であ り,91年度は18億円と低下
したが,そ の後92,93年度は20億円台に戻 り,94年度以降は10億円台前半 に低下 して き
ている。
図表3-6長岡市主要建設事業の推移
S.61 S.62 S.63 H,1 H.2 H.3 H.4 H,5 H.6 H,7 H.8
1986年度 1987年度 1988年度 1989年度 1990年度 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度 1996年度




公園整備事業 3092822559454069702548931099976]996410131318616303741018244 0 0
芸術文化ホール(仮称)(94-96) 0 0 0 0 0 0 0 0 35372827082003422146
柿埋立地最終処分場(94-96) 0 0 0 0 0 0 0 0 351928673819843168
高齢者センターまきやま(94-95) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 716617 0
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図表3-7施設等利用状況 (単位 件、人)
平成3年 度 平成4年度 平成5年度 平成6年度 平成7年 度 平成8年度施 設 名 件数(日数1 人 数 件数1日鍛1 人 数 件数{日数 人 数 件数{日鋤 人 数 件数旧 数1 人 数 件数{日数 人 薮
中 央 公 民 館 4,60579,9484,87979,4524,97982,5705.30189,7876,533100,704 一 一
厚 生 会 館 3,356350,3143,314308,0323,276293,7053,08272,013,275299,226 一 一
南 部 体 育 館 一 一 一 72,230 一 83,335 一 77246 } 77,075 一 一
陸 上 競 技 場 一 37,906 一 90,411 一 85,208 一 96,886 一 100,922 一 一
市 民 体 育 館 一 239,231 一 219,027 一 210,614 一 198,553 一 207,41] 一 一
北 部 体 育 館 一 78,867 一 87.057 一 80,746 一 85,638 一 77,892 『 一
悠 久 山 プ ー ル 一 51,017 一 68,971 一 32β56 皿 80,241 一 134,65] 一 一
希 望 が 丘 プ ー ル 一 66,107 } 81,404 一 45,488 一 77,635 一 60,439 一 一
悠 久 山 野 球 場 一 8,925 一 8,51E 一 10,291 一 10,107 一 13,581 一 一
市 営 ス キ ー 場 一 59,700 一 23,300 一 75,600 一 100,100 一 70,200 一 一
市 営 東 山 テ ニ ス 場 一 10β88 一 11,849 一 10,346 一 10,455 一 9,96E 一 一
希 望 が 丘 テ ニ ス 場 一 12,977 一 11,711 一 12,507 一 25,282 一 39,679 一 一
信 濃 川 河 川 運 動 公 園 一 1,590 一 1,535 } 1,24? 一 1,745 一 1,435 一 一
信 濃 川 南 部 運 動 公 園 一 119 一 114 一 106 一 137 一 164 一 一
ス ポ ー ツ 広 場 一 598 一 573 一 511 一 584 一 617 一 一
ニュ ータ ウンい こいの広 場 一 25,099 一 25,621 一 23,701 一 24,183 } 22β45 一 一
中 学 校 夜 間 照 明 施 設 241 4,868 248 4,946 230 4,821 280 5,149 232 4,46E 一 一
東 山 フ ァ ミ リ ー ラ ン ド 一 80,340 一 95,065 一 104,659 一 93,493 一 81,509 一 }
八 方 台 い こ い の 森 一 13,975 一 12,107 一 9,738 一 7,708 一 5,570 『 一
ニ ュ ー タ ウ ン市 民 釣 場 一 3,673 一 3,536 一 3,364 一 3,824 一 3,933 一 一
勤 労 会 館 一 54,100 一 12,067 一 9,256 一 8,145 一 6,184 一 一
勤 労 者 体 育 セ ン タ ー 一 22,318 一 15,536 一 19,726 一 17,602 一 15,349 一 一
青 少 年 ホ ー ム 一 21,327 一 19,117 一 19,690 一 19,004 一 18,912 一 一
サ ン ラ イ フ 一 36,381 一 41,155 一 40,950 一 41,271 一 39,800 一 一
ロ ン グ ラ ン フ セ ン タ ー 一 47,420 一 44,537 一 41,554 一 42,792 一 42,350 一 一
高 齢 者 ・ゼ ン タ ー 今 朝 白 一
一 一 34,626 一 58,698 一 66,852 一 74,492 一 一
お 山 の 家 一 44,545 一 37,801 一 36,110 一 37,545 一 39,596 一 一
市 営 食 肉 セ ン タ ー 109,67: 一 123,100 一 121,856 一 112,86 一 105,793 一 一 一
ハ イ ブ 長 岡 一 202,200 一 617,810 一 639,795 一 758,40E 一 738,01( 一 736,037
中 央 図 書 館 一 一 一 一 一 　 一 一 一 一 一 232,769
互 尊 文 庫 一 } 一 一 一 一 一 一 一 一 一 42,285
西 地 域 図 書 館 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 51,128
郷 土 資 料 館 一 一 一 } 一 一 一 39,531 一 35,909 一 34,633
市 立 劇 場 大 ホ ー ル 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 (226) 一
市 立 劇 場 小 ホ ー ル 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 (245) 一
リリ ックコ ンサ ー トホー ル 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 (65) 一
リ リ ッ ク シ ア タ ー 一 一 一 一 一 一 一 一 一
一 (85) 一
老 人ホー ムヘ ルプサ ー ビス 一 一 283
一 284 一 350 一 412 一 525 一
(出所)長 岡市資料
IV.公園整 備事業 は,86～89年 度 は2～4億 円 と低水準 で あ ったが,90年 度 は11億円
に急増 し,91年度 も20億円 に倍 増,そ の後,92年 度13億 円,93年 度16億 円,94年 度10
億 円 となっ たの ち,95年 度 以降 は一転 してゼ ロ円 とな って い ます 。公 園整備 事業 の期 間
限定性,集 中的性 格が把握 で きます。
V.芸 術文 化 ホール(リ リ ックホー ル)建 設事 業 は,94～96年 度 の三 ヶ年事 業であ る
が,64.E億円投 入 され,こ れ は公 園整備事 業(86～94年 度合 計)の82.8億円 には及 ばな
い ものの,ほ ぼ これ に匹敵す る規模 の大 きい施設投 資 とい えよ う。 ち なみに,中 央 図書館
(84～86年度)は30億 円,市 民体 育館建 設事 業(87～88年 度)は20.億 円,南 部体育館
建設事 業(90～91年 度)は15.0億円,公 民 館建 設事業(89～90年 度)は7.1億 円,神 田
公民館 児童館 建設事業(93年 度)は4.6億円,高 齢者 セ ンター ま きや ま(94～95年度)は
'
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1996(H.8)年度決算:にお け る地方債 償還 計画(1997～2006年度)は 図表3-8に示 して
い るが,こ れは一般 会計 に限定 された地方債償還 計画 であ り,特 別会計 を含ん だすべ て の
起債 の償 還計 画で は ない。 一般 に起債 の償 還 は,起 債 後2～3年 の据 置 きのの ち15～30
年 の期 間で始 まる。 図表3-8には,1996年度以 前の起 債 に よる償 還額 が元金 ・金 利別 に示
されて いるが,こ れ に よる と,2004(H.16)年度 の116億円 を除 くと,97年度 の71.8億





























元 金 01110 2581,767386,027819,400 197,725 122,527OIl11 4,107,44638,225
1997年度
(H.9)
利 子 Ol210 2,155,99E182,984649,95: 66,865 14,524Ol211 3,070,3193 3,759
計 01310 4,737,762569,0111,469,351 264,590 137.051OI311 7,177,765831,984
元 金 Ol410 2,929,775398.7211,029,800 198,655 119,653OI411 4,676,604593,408
1998年度
(H.is)
利 子 01510 2,023,461159.361655,489 61,098 11,14(OI511 2,910,555377,325
計 01610 4,953,24E558,0821,685289 259,753 130,793OI611 7,587,155970,733
元 金 01710 3,205,444360,2931,241βDO 】70,397 107264Ol711 5,085,198639255
1999年度
(H.11)
利 子 OI810 1.855,608133,139602,05E 53,080 8,050OI811 2,651,93646,154
計 OIglO 5,061,054493.4321,843,855 223,477 115,314Ol911 7,737,134985,409
元 金 11010 3,410,688328,0191,423,700 190.050 109,55911011 5,462,016647,875
2000年度
(H.12)
利 子 11110 1,680214109,402542,679 45,894 5,75;lIiI1 2,383,944313,716
計 iI210 5,090,90437,4211,966,379 235,944 115,3141211 7.845,960961,591
元 金 11310 3,354.72.`90,0561,435,700 148,653 93,321ll311 5,322,4556 2,26(
200且年 度
(H.13)
利 子 11410 1,506,52888,47(480,277 39,080 3,40511411 2,117,760281,911
計 11510 4,861,26378,5261,915,97i 187,733 96,72611511 7,440,215934,17]
元 金 lI610 3,366,59E264,8371,274,400 122,615 43,41711611 5,071,86762,038
2002年度
(H.14)
利 子 11710 1,336,56E70,767421,25] 34.052 1,40811711 1,864,046250,30]
計 ll810 4,703,166335,6041,695,65] 156,667 44,82511811 6,935,913912,339
元 金 ll910 3,295,75]214,203998,700 107,390 15,79Ei1911 4,631,840645,500
2003年度
(H.15>
利 子 21010 1,168,81956,44:374,536 29,939 3632}OIl 1,630,050218,402
計 21110 4,464,57C270,6461,373,23E 137.329 16,10921111 6,261,890863,902
元 金 21210 6,499,605171,1253,460,400 「104,652 4,83:2121110,240,61:4,175,749
2004年度
(H.16)
利 子 21310 1,006,29045,778281,545 26,2五〇 lo421311 1,359.931183,161
計 21410 7,505,895216,9033,741,949 130,862 4,93E2141111,600.54'4,358,910
元 金 21510 2,774,278146.0852,208,100 102,056 4,88321511 5,235,4022 1,923
2∞5年度
(H.17)
利 子 21610 757,90437,965169,05! 22,592 52216i1 987,56758,082
計 2}710 3.532,182184,0502,377,154 124,648 4,932`1711 6,222,969280,005
元 金 21810 2,617.530124,54]2.152.700 102,056 21811 4,996,827307,111
2006年度
(H.18)
利 子 21910 625,60E31,90192,627 19,loo 21911 769,23646,332
計 31010 3,243,132156,4482,245,327 121,156 31011 5,766.063353,443
(出所)長 岡市 『地方財政状況調査表』第36表49頁(1996年度版)
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しか しながら,こ うした見方 には以下のような注意が必要である。






6)税 収の現状や将来の見通 しからしても,そ もそも60億円の償還が高いレベルであ
ること(96年度の公債費は67.6億円)
つまり,こ の96年度決算段階での償還予定 には,脱 落 している情報が多すぎ,正 確な償還
計画 としてそれを額面 どお りには受 け入れることができないのである。
⑤小結
「市政だより」をみると,長岡市では,一 般会計・特別会計 ・水道事業会計 において起債を
ともなう事業は「建設事業のデパー ト」とも呼べるぐらい続いてきた。以下にその一欄表
(図表3-9)を示すこととする。
こうした事業には,市 民生活に直結 し,その維持 ・向上に役立つ優先順位の高い ものか
ら,建 設後の利用展望 もそれほどな く,優先順位の低い ものまで,さ まざまなものが含 ま
れている。また,事 業費についても,億 円単位でみて一桁のものから二桁あるいは三桁の
ものまで含 まれてお り,公債費 として償還 される額 もそれに応 じてさまざまである。 ま
さに「建設事業のデパー ト」とい うことになる。
一般会計 ・特別会計あわせて1500億円 という借金は,こ うした事業の存在がなければ
発生 し得ない額なのである。つ まり,こ うした大小混 じった建設事業費の うち,市税 を中
心 とした自主財源の枠 を超え,後 年度の交付税の措置を織 り込んだ市債の発行をともなう
事業の実施が,結 果 としてその償還という形で財政の硬直性 を生み,市 民の生活サービス
を圧迫 してきているいう構造になっていることは疑いない。
現在進め られているいわゆる「地方行革」は財政改革すなわち財政赤字解消のための行革
である。市民 ・企業活動にとり有益 なシステム構築のための 「真の地方行革」ではない。
しか しなが ら,こ うした「地方行革」も皮肉なことに財政危機 の原因の解明に向け市民の目
を集めてくれ,そ の原因の発見 にもとづ き,危機への対処として何が有効であるのかを教
えて くれるのである。長岡市の場合,そ れは一般会計 ・特別会計にまたがる普通建設事業
)
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図表3-9起 債 をともなう事業一覧
1)1977年:長 岡ニュータウン建設計画(事 業予算総額1000億円)の 発表
2)1978年:上 水道第7期 拡張事業(同122.76億円)
3)1980年:新 長岡駅(同478億円)
4)〃:新 産業セ ンター企業進出計画(同49.6億円、市公設市場分6億 円)
5)〃:ホ テルサ ンルー ト長岡着工(同16億 円)
6)〃:大 手大橋着工(同75.3億円)
7>〃:信 濃川流域下水道、川西地区公共下水道整備(2000年目標)(同400億円)








16)〃:健 康 セ ン タ ー オ ー プ ン




21)1989年:新長岡(第 二次)長 岡発展計画づ くりスター ト
22)1990年:「ふるさとの森」(千秋が原)整 備:ふ るさと創生1億 円事業)(同2.3億円)
23)〃:レ ーザー応用光学セ ンター着工(同21億 円)
24)1991年:「 か きの み 園」 オ ー プ ン
25)〃:長 岡造形大学基本構想(同70～80億円)
26)1992年:南部体育館 オープン(同15.0億円)
27)〃:第3セ クター「スペ ースネオ トピア」建設工事ス ター ト(同700億円)
28)〃:市 立養護学校建設工事ス ター ト
29)1993年:千 秋 が 原 ふ る さ との 森 ア ト リ ウ ム ・ス カ イ ウ ェ ー 工 事 ス タ ー ト
30)〃:県 立近代美術館 オープン(同50億円)










41)〃:寿 ごみ焼却場施設(直 営)建 替え着手
(出所)長 岡市広報 より作成
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にほかならない。建設事業が地元の経済一企業利益 ・雇用 ・税収等一 に直接効果をもつこ





よる国庫支出金の再編の影響である。ここでは,① 国庫支出金の整理合理化,② 地方財政 ・長
岡市財政への影響 をみてい くことにする。
①国庫支出金の整理合理化
国庫支出金は,地 方自治体が行う事務事業に対 し,国が例外的にその経費の全部 または
一部 を負担 または補助するもので,
1)国庫負担金:国 に一定の責任 のある事務事業(義 務教育 ・生活保護 ・建設事業 ・災害
復旧など)に対する経費負担
2)国庫委託金:国 の事務(国 政選挙 など)を代行する場合の対価支払
3)国庫補助金:特 定の施策の奨励や財政援助 を目的とするもの
の3者 の総称で,い わゆる「補助金」と呼ばれるもののことである。
1980年代に入 り,直 接には国家財政の危機からの脱却 を目指 した「第2次 臨時行政調査会」
は「日本型福祉社会論」(活力ある福祉社会の実現)を 目指 し,個 人の「自助」,家族や地域社会
の「互助」の存在 を前提にした社会保障制度の再構築 を図ってきた。具体的には,中央政府(国)
か らの財政移転の削減であ り,社会保険 を含む貨幣給付の切 り下げであった。
すなわち,国庫支出金の整理合理化は,
1)国庫補助負担率の引 き下げ
2)国庫支出金の一般財源化(事 務事業 につき,国 庫支出金 を廃止 し,地方交付税で財源措
置)
3)補助対象事業の廃止,減 額,定 員削減など
により行われ,そ の結果,国 庫支出金の歳入に占め る割合は急減 し,具体的には失業対策費,
財政補給金,精 神衛生費,結 核医療費,普 通建設事業費が激減する事態 となった。
82 経 営 論 集 一
図表3-10国庫補助負担率の暫定引下げに伴う影響額(累計額) (単位:千 円)
区 分 経常的経費 投資的経費 合 計 備 考














































































































1989年度 481,086 累 計 決 算
1990年度 519,847 (1,000,933)決 算
1991年度 605,091 (1,60E,024)決 算
1992年度 685,608 (2,291,632)決 算
1993年度 725,081 (3,016,713)決 算
1994年度 758,350 (3,775,063)決 算
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②地方財政 ・長岡市財政への影響
国庫支出金の整理合理化は地方財政にサー ビスの低下 また主要経費の財源構成の変化 と
いう形で大 きな影響 を与えた。すなわち,国 庫補助負担率の引 き下げ と補助対象事業の廃
止,減 額,定 員削減などは貨幣給付 もしくは現物給付(サ ービス)の 削減 とい う形で影響
を与え,ま た,国 庫支出金の一般財源化(事 務事業につき,国庫支出金 を廃止 し,地方交
付税で財源措置)は,地 方債への依存度 を高めるという形で影響を与えたのである。
長岡市の場合 も,1985年度から97年度までの影響額は図表3-10にあるように,90億円
近 くにな り,財政 を圧迫 してきている。
結 に代 えて
本稿 を閉 じるにあたり,2つの点について批判的検討を加 えてお くことにする。一つは,長
岡市の行財政の中・長期 プランである 『第二次新長岡発展計画』であ り,い ま一つは交付税措
置(そ の財政的評価)で ある。いずれも厳 しい 自己点検 ・評価に値するものである。
(1)『第二次新長岡発展計画』の諸源の批判的検討
『第二次新長岡発展計画』(以下 『第二次発展計画』 とする)に は,そ の策定 に当た り,
1991年度～1995年度 までの5ヶ年間の普通会計決算 を基礎 として推計 されている。 こうした
推計の基礎 となる前提値 を諸源(以 下,前 提値 とする)と い うが,1995年11月の議員協議会
で公表 された諸源 は図表4-1第二次新長岡発展計画に係 る財政試算 について(以 下,括 弧「試
算」とす る)の1基 本事項の(2)に示 されているとお りである。また,前 提値 と,95年度～96
年度にかけての伸び率(以 下,実 績値 とする)を 対比 してみたものが図表4-2である。
人・の伸び率は前提値 ・.87%に文寸し,実雛 は[亟]と ・.45%ポイ・ ト計画 を下回 り,世
帯数 も前提値2.29%に対 し,実績値は計画 を下回ってお り,所得成長率 も前提値2.0%に対 し,
実雛 は[0.83]と,計画の前提 となる諸元力・軒並み実灘 を上回る形 になっている・すなわ
ち,『第二次新長岡発展計画』は実績値(つ まりは足元の現実)を 無視 した高い前提値 を基 に
試算 されたもので,読 み誤 った"期 待"に 基づいた計画 となっていることを示 しているのであ
る。"期待"と は 『第二次新長岡発展計画』の中の具体的施策 に他ならないが,全 体のバラ ン
ス という点からすると,「試算」の2.普通会計収支試算 に示 されることになるのである。
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図表4-1第二次新長岡発展計画に係る財政試算について
1基 本的事項
(1)過去5か年間の普通会計決算(平 成3年 度～平成7年 度:7年 度は決算見込額)を 基礎と し
て推計 した。
(2)試算に必要な各数値の伸び率は、次のとお りとした。
区 分 各年平均伸び率 説 明
人 口 0.87% 過去5か年(H2～6)の 推移(社 会増重視)を 基に設
定、平成12年推計値198,400人
世 帯 数 2.29 過去5か年(H2～6)の 推移(一 世帯あた りの平均人
員)を 基に設定 平成12年推計値68,100世帯
所 得 成 長 率 2.0 主要経済指標の名目賃金伸び率を参考に設定

























市 債 47,330 34,721
そ の 他 74,151 87,282地方譲与税、分担金負担金、使用料手数料、諸収入等





そ の 他 109,410 103,961公債費、繰出金、貸付金等
計 ② 370,661 326,034
差引(① 一②) ▲2,475 0
(出所)長 岡市資料
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図表4-2には,「試算 」と1996年度の実績値 な らびに両者 の差 額が示 され ているが,歳 入につ
い ては「試算値 」736.4億円 に対 し,実 績 値 は712.1億円 と「試算 値」よ り24.3億円3.3%も規模 が
小 さく,市 税 が 「試算値 」348.5億円に対 し,実 績値 は295.4億円 と53.1億円(対 計算値15。2%)
の減,地 方 交付税 も「試算 値」65.5億円に対 し,実 績値 は60.9億円 と4.6億円(同7.0%)の 減,
国県 支出金 も「試 算値」79.9億円 に対 し,実 績値 は693億円 と10,1億円(同12。7%)の 減,こ れ
に対 し,市 債 は 「試 算値」94.7億円 に対 し,実 績値 は111.5億円 と16.8億円(同17,7%)の 増,
図表4-2第二次新長岡発展計画に係る財政試算について
(「普通会計収支試算」 ・実績値との比較表) (単位:億 円)
前期計画収支試算 実績値(1996年) 差 額 達成率(%)誤差率(%)
348.5 295.4 53.1 84.8% 15.2%






79.4 69.3 10.] 87.3% 12.7%
94.7 111.5 一16 .8 117.7%一17 .i%
148.3 175.1 一26 .8 118.1%一if .1%
歳 入 合 計① 736.4 712.1 24.3 96.7% 3。3%
331.6 312.3 19.3 94.2% 5.8%歳出 消費的経費
投資的経費
その他
190.9 185.9 5.0 97.4% 2.6%
218.8 207.6 11.2 94.9% 5.1%
歳 出 合 計② 741.3 705.8 35.5 95.2% 4.8%
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また使用料手数料 を含むその他 も「試算値」148.3億円に対 し,実 績値 は175.1億円と26.8億円
(同18.1%)の増 となっている。
市税,地 方交付税,国 県支出金の不足 一 これ らの過少見積 り額は67.8億円という巨額な
もの となっているわけであるが 一 この過少見積 もりを市債 とその他(手 数料使用料含む)
の43.6億円という実績増で補 う形 となっている。
歳 出について も,「試算」の甘 さは五十歩百歩で,歳 出全体では「試算値」741.3億円に対 し,
実績値は705.8億円と35.5億円4.8%規模が小 さくなっている。内訳別では消費的経費 は「試算
値」331.6億円に対 し,実績値は312.3億円と19.3億円(同5.8%),投資的経費 も「試算値」190.9
億 円に対 し,実績値は185.9億円と5.0億円(同2.6%),公債費 を含むその他が「試算値」218.8
億円に対 し,実績値は207.8億円と11.0億円(同5.1%)となっている。歳出全体の規模の達成
率95.2%の中で,投 資的経費が97.4%とこれを上回 り,公債費 を含むその他 も94.9%と全体の
達成率にほぼ見合っているのに対 し,消費的経費が94.2%と全体の達成率を下回っているのが
目立つ ところである。
以上みて きたように,歳入の過少見積 りのなかで厳 しい財政運営が余儀なくされている もと,
投資的経費は 『第二次発展計画』の「試算値」における歳出に占める割合25.8%を0.5%ポイン
ト上回る263%となっているのである。ちなみに,消費的経費は44.7%から44.2%へとちょう
ど0.5%ポイン ト低下 している。皮肉な言い方をすれば,『第二次発展計画』 における投資的経
費は,財 政危機がいわれるなか着実に実施 されているのである。
歳入,歳 出の過少見積 りの結果,収 支バ ランスも「試算値」▲5.0億円に対 し,▲6.3億円とな
ってお り,'毎年の赤字が1.3億円も増加する実態となっているのである。
以上,『第二次発展計画』は,当 初か ら発展の前提値 を読み誤 り,そ のねらい(投 資的経費





措置を前提に起債 を行い,公 共事業等に取 り組んできている。単年度の収支バ ランスを考慮す
るだけでは規模の大 きな事業に取 り組むことはできないことは確かであ り,起債 を効果的に使
うことも 「都市経営」の手腕の見せ所ではある。ここでは,交付税措置が本当に得策であるの
か?仮 に得策 であるとすればどの程度の規模までの起債 にそのような評価が当てはまるのかを
検討 してみることにする。





という前提 を置 くことにする。また,償 還は3年据置で4年目から元利均等返済で行 うと仮定
する。
図表4-3には,こ うした前提のもと,償 還期 間を10年,15年,20年という3つのケース,ま
た,利 率 も1.0%から0.5%刻みで4.5%までのケースに分けてシミュレーションを行った結果
を示 している。ポイン トは,仮 に5億円(事 業総額の50%)という交付税の措置があっても,
返済総額が結果的に交付税措置のメリッ トをな くしてしまうくらい増えてい くのかどうかとい
うことにある。
図表4-4から明らかにように,利 率が高いほど,ま た,償 還期間が長いほど交付税措置のメ
リットは薄れる。例 えば,利 率4%,償 還期間20年の場合 には返済総額は約8.8億円となり,
自主財源以外の額である9億円にほぼ匹敵 して しまうのである。すなわち,交 付税措置がある
のだから得であるとは決 していえないことがわかるのである。
他方,利 率2%の ケースでは,10年償還で返済総額は4.9億円 とな り,15年では5.4億円,20
年では5.9億円となる。このケースでは確 かに当該 自治体 にとり得であるといえよう。 しか し
ながら,10億円規模の事業だからこその 「得策」 なのであ り,こ れが もしよ り大 きな額の事
業であれば,償 還は難 しくなる。規模の小 さい事業を足 しあわせたとしても同 じことがいえる
ことはいうまで もない。この見極めの際 にこそ,財 政バ ランス ・その見通 しについての洞察が
重要な役割 を果たす ことになる。
長岡市の財政状況を考えると,も し今後,毎 年8億円ずつ償還額を減らしてい くというよう
な目標を立て,実 行するのであれば,起 債をともなう新規事業は厳 に慎 まなければならないと
いう結論に至らざるを得ないのである。









利 率1.0%利 率1.5%利 率2.0%利 率2.5%利 率3.0%利 率3.5%利 率4.0%利 率4.5%
10年償還返済総額 4.4184.6424.8765.1205.3765.6425.921 6.212
15年償還返済総額 4.644 5.00] 5。383 5.7936.2326,701 7.204 7.741




同返済総額 4.644 5。001 5.3835.7936.2326.7017.204 7.741
20年返済毎年返済額 0.2440.2690.29i0。328 0.3610.3980.4380.482



















一 岐路に立つ地方財政一長岡市の 「都市経営」の示すもの 一 89
神野直彦氏によれば、財政は社会(全 体)を 構成する経済、政治、社会という3つのサブ ・
システムを媒介する環 ・結節点(ミ ッシング ・リンク)で ある。 したがって、「社会全体」の
危機は必ず財政危機 に帰結することになるのである。つまり、財政危機は「社会全体」の危機の




る。長岡市の場合 も、誤 った財政改革 ・行政改革=「地方行革」は、長岡市の地域 ・経済 ・行政
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